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１ 計画策定の趣旨 

少子高齢化や核家族化、個人の価値観やライフスタイルの変化など、生活環境が大きく変

化し、かつての伝統的な家族や地域扶助機能が希薄になる中、すべての人が尊重され、年齢

や障がいの有無に関係なく、住み慣れた地域で、その人らしく、安心して自立した生活を送

るためには、住民相互のつながりや信頼関係を築き、共に助け合い、支え合っていける地域

コミュニティの再生が求められています。 

本市では、平成１７年度から５年間を計画期間とする「高松市地域福祉計画」（以下、「第

１次計画」という。）を策定し、自助・共助・公助の観点から生活課題を解決できる仕組み

づくりを推進してきました。また、平成２２年度から６年間を計画期間とする第２次計画で

は、第１次計画の理念を踏まえながら、団塊世代の定年退職や、自殺・虐待・ＤＶの増加な

ど、多様な生活課題に対応した計画となるよう見直しを行ってきました。 

地域における生活課題が多様化・複雑化する中、既存施策では応えられない福祉ニーズや

制度の谷間にある人々のほか、複合的な問題のある家庭への対応などが大きな課題となって

おり、既存のサービスや仕組みだけでは対応することが困難になっています。また、平成２

３年には、東日本大震災が発生し、人と人とのつながりや、住民同士による支え合い・助け

合いの重要性が再認識されました。 

こうした状況を背景に、「地域包括ケアシステム」を構築するための介護保険法の改正、

障がい者の日常生活及び社会生活を総合的に支援する障害者総合支援法の施行、子ども・子

育て支援新制度の本格実施など、福祉に関する法令や制度も大きく変化しています。さらに、

生活困窮者自立支援法の施行に伴い、平成２７年４月から、様々な要因により生活に困窮し

ている人の自立を支援するために、生活困窮者自立支援制度が始まりました。 

このような背景を踏まえ、誰もが住み慣れた地域で、支え合い、認め合い、生きがいをも

って、いきいきと共に暮らしていくことができるよう、公的な福祉サービスの充実を図ると

ともに、市民・地域・行政が今後より一層協働し、地域福祉を推進するための指針となる

「第３次高松市地域福祉計画」を策定するものです。 
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２ 計画の位置づけ 

本計画は、社会福祉法第１０７条の規定に基づいて策定されるものであり、本市のまちづ

くりおよび市政運営の基本方針である「第６次高松市総合計画」で掲げるまちづくりの目標

のうち、「健やかにいきいきと暮らせるまち」を実現するための施策「地域福祉の推進」を

具体化・推進するものです。 

また、「たかまつ障がい者プラン」、「高松市高齢者保健福祉計画」、高松市子ども・子育て

支援推進計画（高松すくすく子育てプラン）」、「高松市健康都市推進ビジョン」など、各分

野の具体的施策を定めた個別計画と連携・整合を図り、各計画に共通する地域福祉に関する

事項について基本理念を共有するものです。 

さらには、高松市社会福祉協議会が策定している「地域福祉活動計画」についても相互に

連携を図り、地域福祉の充実を目指します。 

 

【概念図】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第６次高松市総合計画 

高松市地域福祉計画 
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３ 計画の期間 

本計画の期間は、上位計画である「第６次高松市総合計画」との整合性を図るため、平成

２８年度から３５年度までの８年間とします。 

ただし、中間年である４年目に、必要に応じて内容の見直しを行うこととします。 

 

計画名称 計画期間 ～H27 H28 H29 H30 H31 H32 H33 H34 H35 

第６次高松市総合計画 
H28～H35 

(８年間) 

 
      

  

第３次高松市地域福祉計画 
H28～H35 

(８年間) 

  
     

  

たかまつ障がい者プラン 

 

H27～H29 

(３年間) 
       

  

高松市高齢者保健福祉計画 

 

H27～H29 

(３年間) 
       

  

高松市子ども・子育て支援

推進計画 

 

H27～H31 

(５年間) 
       

  

高松市健康都市推進 

ビジョン 

 

H26～H35 

(10年間) 
       

  

地域福祉活動計画 

（高松市社会福祉協議会） 

 

H24～H28 

(５年間) 
       

  

 

 

４ 地域の範囲 

地域福祉活動では、地域住民でなければ見えない生活課題や早期に発見しにくい課題に取

り組むことになるため、「地域」とは、そのような課題が見える範囲とする必要があります。 

本市では、おおむね小学校区ごとに市内４４地区（校区）の地域コミュニティ協議会が構

築されております。その地区内には活動拠点となるコミュニティセンターが設置されている

ほか、地区民生委員児童委員協議会、地区社会福祉協議会なども組織されており、これまで

の地域福祉活動の経験や実績を生かせることからも、本計画上は、地域コミュニティ協議会

の活動区域を「地域」としてとらえることとします。 

ただし、地域福祉活動の内容によっては、自治会や、さらに小さな班、組と呼ばれる組織

によるものもあることから、計画上の「地域」だけにとらわれず、目的や課題等に応じて重

層的にとらえることも必要です。  

第６次 第５次 

第２次 本計画期間（第３次） 
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１ 本市の現状 

（１）人口 

① 年齢３区分別人口 

本市の総人口は平成１２年以降、微増が続いています。年齢３区分別では、老年人口

が増加し、年少人口が減少する少子高齢化が進んでいます。 

 

【年齢３区分別人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：国勢調査（昭和 60年～平成 22 年）、住民基本台帳（平成 27年 ※7月 1日現在） 
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② 出生 

平成 26 年は出生数 3,811 人、出生率 9.1 と減少傾向となっています。 

 

【出生数及び出生率（人口千対）の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：情報政策課 

 

③ 外国人 

外国人登録人口は平成２５年までは減少していましたが、平成２６年以降は増加に転

じています。 

 

【外国人登録人口の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：市民課（４月１日現在） 
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（２）世帯 

世帯数は増加を続けていますが、１世帯当たり平均人員は減少しており、世帯の小規模

化が進んでいます。 

 

【世帯数及び１世帯当たり平均人員の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

             資料：国勢調査（昭和 60 年～平成 22年） 
情報政策課（平成 27年※4月 1日現在の推計人口） 

 

（３）福祉関連の統計 

① ひとり暮らし高齢者及び寝たきり高齢者 

要援護高齢者名簿登録情報では、平成２７年のひとり暮らし高齢者は 9,596 人、寝た

きり高齢者は 461 人となっています。 

 

【ひとり暮らし高齢者及び寝たきり高齢者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長寿福祉課（９月１日現在） 
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② 老人クラブ 

老人クラブ会員数は平成２６年までは減少を続けていましたが、平成２７年は増加に

転じています。一方、クラブ数は平成２５年までは減少を続けていましたが、平成２６

年以降は増加に転じています。 

 

【老人クラブ会員数及びクラブ数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：長寿福祉課（４月１日現在） 

 

③ 障がい者（児） 

身体障がい者は平成２６年までは増加していましたが、平成２７年に減少に転じてい

ます。一方、知的障がい者、精神障がい者は増加を続けています。 

 

【障がい者（児）数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：障がい福祉課（４月１日現在） 
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④ 生活保護世帯・人員 

生活保護の被保護世帯数は増加傾向にありますが、被保護人員数は平成２５年以降は

減少に転じています。 

 

【生活保護世帯・人員数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：生活福祉課（４月１日現在） 

 

⑤ 自殺者 

自殺者は増減はあるものの、減少傾向となっており、男女別では、男性が６割以上を

占めています。 

 

【自殺者数の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：保健センター 
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（４）各種相談 

地域包括支援センターにおける相談については、総合相談支援件数は、年間 15,000 件、

9,000 人前後で推移しています。高齢者虐待に関する相談件数は、平成２５年度まで増加

していましたが、平成２６年度以降は減少しています。成年後見制度、日常生活自立支援

事業といった権利擁護事業に関する相談件数は、減少傾向となっています。 

子ども、女性に関する相談については、児童家庭相談件数は、児童虐待を含め増加傾向

にあります。 

また、女性相談件数も、ＤＶ（ドメスティックバイオレンス）を含め毎年増加していま

す。 

 

【地域包括支援センターにおける相談件数の推移】 

 
平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

総合相談支援 
件数 14,016 14,519 13,855 16,125 15,801 

実人数 8,490 9,111 8,251 9,124 9,448 

高齢者虐待 
件数 498 634 688 733 671 

実人数 33 44 70 82 68 

成年後見制度 
件数 933 705 531 538 494 

実人数 226 212 185 164 205 

日常生活自立支援

事業 

件数 251 324 162 205 93 

実人数 61 72 48 69 36 

資料：長寿福祉課 

【児童家庭相談件数の推移】 

 
平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

相談件数 3,455 4,378 3,977 5,446 5,803 

資料：こども女性相談室 

【女性相談件数の推移】 

 
平成 22年度 平成 23年度 平成 24年度 平成 25年度 平成 26年度 

相談件数 1,492 1,621 1,812 2,434 2,452 

資料：こども女性相談室 
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（５）自治会 

自治会の加入率は、近年の都市化や核家族化の進展などにより、地域における連帯感が

薄れつつあり、減少の一途をたどっています。 

 

【自治会加入率の推移】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

資料：地域政策課（４月１日現在） 
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（６）地域コミュニティ協議会 

高松市自治基本条例では、市民が地域の個性を生かし、自主的、自立的に地域のまちづ

くりに取り組むため、その地域に住む人や団体などを構成員とし、１つの地域に１つに限

り、市長が認定する民主的に運営される組織として、地域コミュニティ協議会を設置でき

ると位置づけています。 

本市では、市内全域の４４地区（校区）において地域コミュニティ協議会が組織されて

おり、各地域コミュニティ協議会では、福祉のみならず、防犯、防災、教育、環境など

様々な分野において、地域の特性を生かしたまちづくりを行っています。 

本市における地域コミュニティ協議会は、主に小学校区を基準として、その地域内に居

住する個人及び所在する法人その他の団体を構成員とし、自らの活動に責任を持って、自

主的かつ自立的に地域のまちづくりに取り組むものとしており、市では主体的に行うまち

づくり活動に対する交付金や補助金、人材養成事業、市政出前ふれあいトークの活用など、

活動に対する支援を行っています。 

地域福祉の推進を図る上で、このような活動がさらに推進されるとともに、地域独自の

課題に対して共通認識を持ち、住民主体となって課題を解決していく仕組みづくりが期待

されます。 
 

【地域コミュニティ協議会の活動イメージ図】        

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※本図は概念的なもので、実際は地域の実情

に合わせて多様な活動形態があります。 
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２ 意識調査結果による課題 

市民の福祉に対する意識や地域における生活課題を把握するため、市民意識調査のほか、

ＮＰＯ法人と社会福祉施設を対象として、平成２７年６月にアンケート調査を実施しました。 

なお、平成２１年にも同様のアンケート調査を実施しており、今回の調査結果と比較する

ことにより、その後の推移を把握しています。 

 

調査種別 調査対象者 標本数 回収数 回収率 

市民意識調査 平成２７年４月１日現在で満 15 歳

以上の高松市民（外国人登録者含

む）から無作為抽出した人 

2,000 人 865人 43.3% 

社会福祉施設アンケート 高松市が指導監査対象として所管

している施設 
85 施設 59 施設 69.4% 

ＮＰＯ法人アンケート 平成２７年４月１日現在で特定非

営利活動促進法に基づき法人登記

を行った団体のうち、保健・医療

又は福祉の増進を図る活動を目的

としている団体 

109団体 55 団体 50.5% 

 

アンケート調査の結果を踏まえながら、今後、地域福祉を推進するに当たっての課題や求

められるものについて、以下のとおり整理しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

適切なサービスを提

供できる基盤づくり 

住民参加の支え合う 

地域づくり 

◆地域のつながりの希薄化 

◆高齢者や低所得者などの課題を抱える人

への支援対策の充実 

◆市民の地域活動等への参加促進 

◆災害時の支援体制の充実 

◆市民への情報提供や相談支援体制の充実 

◆関係機関との連携や情報共有体制の充実 

◆行政と他の活動主体との協働 

【現状と課題】 

地域福祉を推進する 

人づくり 

◆地域福祉の意識醸成 

◆ＮＰＯ法人等の活動の充実 

【基本目標】 
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（１）地域のつながりの希薄化 

普段の近所との付き合いの程度については、「顔をあわせたときに挨拶をする程度であ

る」が 58.3％と最も高くなっていますが、理想とする近所との付き合いの程度については、

「顔をあわせたときに挨拶をする程度でよい」は 26.6％に減少し、「困ったときに相談し

たり、災害時や緊急時には支援するなど、助け合うべき」が 56.8％と最も高くなっており、

近所付き合いの現実と理想が浮き彫りとなっています。 

 

【普段の近所づきあい（市民意識調査）】              N：回答数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【近所づきあいの在り方（市民意識調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.1%

3.1%

10.3%

12.6%

19.9%

21.9%

58.3%

55.1%

8.2%

5.8%

0.6%

0.5%

0.7%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

家族同然の付き合いをしている人がいる 困ったときに相談したり助けあえる親しい人がいる

立ち話をしたり家を訪問しあう人がいる 顔をあわせたときに挨拶をする程度である

ほとんど付き合いはない その他

不明・無回答

0.8%

1.3%

56.8%

63.2%

12.5%

11.9%

26.6%

20.5%

1.2%

0.7%

1.2%

0.6%

1.0%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

家族同然に付き合うべき

困ったときに相談したり、災害時や緊急時には支援するなど、助け合うべき

立ち話をしたり家を訪問できればよい

顔をあわせたときに挨拶をする程度でよい

付き合わなくてもよい

その他

不明・無回答
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（２）高齢者や低所得者などの課題を抱える人への支援対策の充実 

現在の行政の福祉サービスについては、「充実している」「ある程度充実している」を合

わせた割合が 32.6％で、「充実していない部分がある」「充実していない」を合わせた割合

（24.4％）を上回っています。 

充実していない分野としては、サービス対象の最も多い「高齢者に対する福祉」が最も

高くなっていますが、前回の調査と比較すると「低所得者に対する福祉」の割合が 4.5 ポ

イント高くなっており、貧困・低所得層への対策のニーズも高まっています。 

 

【福祉サービスの水準についての考え（市民意識調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【福祉サービスが充実していない分野（市民意識調査）】 

◎福祉サービスが「充実していない部分がある」「充実していない」と回答した方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.9%

3.9%

28.7%

36.3%

17.6%

42.7%

6.8%

13.2%

42.3% 0.7%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

充実している ある程度充実している

充実していない部分がある 充実していない

わからない 不明・無回答

＊前回（Ｈ21）では「わからない」の選択肢は無

23.7%

52.6%

25.1%

38.9%

11.8%

1.9%

0.5%

21.0%

56.1%

27.5%

34.4%

17.3%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

障がい者に対する福祉

高齢者に対する福祉

ひとり親家庭、児童福祉、子育て支援

低所得者に対する福祉

全ての分野

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=211） 前回（Ｈ21、N=713）
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（３）市民の地域活動等への参加促進 

地域組織の活動への参加については、「参加している」が 51.8％となっており、年代が

上がるほど参加率が高くなっています。 

地域活動に参加しない理由は「仕事や家事に忙しく、時間がないから」（34.4％）、「自

治会に加入していないから」（23.7％）、「参加する方法がわからないから」（14.6％）など

があがっています。 

 

【地域活動への参加状況（市民意識調査）】 

（年齢別） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

51.8%

25.8%

18.4%

37.0%

53.7%

55.7%

63.9%

63.1%

44.4%

33.3%

16.5%

32.3%

14.3%

3.0%

17.4%

15.6%

13.3%

16.3%

33.3%

0.0%

30.9%

41.9%

67.3%

60.0%

28.9%

28.7%

22.8%

17.5%

20.2%

66.7%

0.8%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

0.0%

3.1%

2.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

全 体

２０歳未満

２０代

３０代

４０代

５０代

６０代

７０代

８０歳以上

不明・無回答

参加している 以前参加していた 参加したことがない 不明・無回答
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【地域活動に参加しない理由（市民意識調査）】 

◎地域活動に「以前参加していた」「参加したことがない」と回答した方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）災害時の支援体制の充実 

災害時に住民同士が協力し合うために必要なことについては、「地域での自主防災組織

づくり」「地域での定期的な防災訓練」「福祉サービス事業者や行政との連携」「要配慮者

それぞれの支援計画を地域のみんなで考える」といった回答が多くなっています。 

自然災害等による被害が全国で頻発するなか、災害時に誰もが安全に避難できるよう地

域ぐるみで取り組むことの必要性への関心が高まっていると考えられることから、地域福

祉の視点からの災害時支援の取り組みを重点的な課題のひとつとして推進していく必要が

あります。 
 

【災害時に住民同士が協力し合うために必要なこと（市民意識調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

34.4%

8.8%

12.4%

14.6%

23.7%

13.4%

18.5%

9.0%

38.6%

11.7%

11.4%

11.9%

17.2%

13.5%

20.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事や家事に忙しく、時間がないから

転居したから

人間関係がわずらわしいから

参加する方法が分からないから

自治会に加入していないから

興味がないから

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=410） 前回（Ｈ21、N=598）

25.1%

35.7%

31.2%

17.5%

26.5%

1.4%

6.5%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40%

要配慮者それぞれの支援計画を

地域のみんなで考える

地域での自主防災組織づくり

地域での定期的な防災訓練

地域での勉強会

福祉サービス事業者や行政との連携

その他

特にない

不明・無回答

（N=865）
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（５）地域福祉の意識醸成 

自分が日常生活で不自由になったとき、手伝ってほしいことについては、「安否確認の

声かけ」「ちょっとした買い物」「日常の話し相手」「毎日のゴミ出し」などの割合が高く、

逆に近くに困っている世帯があったとき、手伝うことができることについても、同様の項

目の割合が高くなっています。こうした生活課題やニーズを的確に把握し、市民の地域福

祉活動への参加意識とつなぐ仕組みをつくっていくことで、お互いのニーズを満たしてい

く必要があります。 

 

【日常生活が不自由になったとき、近所の人に手伝ってほしいこと（市民意識調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【近所で困っている世帯があったとき、自分が手伝うことができること（市民意識調査）】 

 

 

 

 

 

 

  

23.7%

57.2%

20.7%

9.9%

25.2%

13.6%

12.5%

2.2%

18.0%

2.5%

33.4%

64.1%

23.5%

12.2%

34.2%

16.6%

13.8%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80%

日常の話し相手

安否確認の声かけ

毎日のゴミ出し

庭の草取りや水やり

ちょっとした買い物

病院への送迎、付き添い

食事の手助け（差し入れなど）

その他

特にない

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）

35.7%

69.9%

23.8%

14.0%

36.5%

9.9%

10.1%

1.5%

11.2%

2.0%

32.4%

66.2%

36.0%

20.5%

38.2%

18.7%

11.0%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80%

日常の話し相手

安否確認の声かけ

毎日のゴミ出し

庭の草取りや水やり

ちょっとした買い物

病院への送迎、付き添い

食事の手助け（差し入れなど）

その他

特にない

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）
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（６）ＮＰＯ法人等の活動充実 

ＮＰＯ法人の活動上の問題については「活動資金の不足」「新規のメンバーの加入が少

なく、活動が広がらない」「仕事や生活上の都合からメンバーの活動時間が十分とれない」

などがあがっています。 

今後市民活動やボランティア活動を促進するためには、自分のライフスタイルにあわせ

て活動の時間帯が選べるようにしたり、身近なところや便利なところに活動の場を設ける

などの支援が必要となっています。また、市民にどこでどのような活動が行われているの

か知らせるなど、市民が活動に参加していくためのきっかけづくりも求められています。 

 

【活動する上で問題に感じていること（ＮＰＯ法人アンケート）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

38.2%

41.8%

5.5%

21.8%

3.6%

56.4%

5.5%

0.0%

5.5%

9.1%

7.3%

1.8%

12.7%

3.6%

7.3%

29.7%

37.5%

9.4%

10.9%

9.4%

60.9%

7.8%

3.1%

0.0%

9.4%

6.3%

3.1%

12.5%

7.8%

0% 20% 40% 60% 80%

仕事や生活上の都合からメンバーの

活動時間が十分とれない

新規のメンバーの加入が少なく、活動が広がらない

リーダーの不在

専門的知識の不足

メンバー同士の人間関係

活動資金の不足

打ち合わせ場所や資材置き場の確保

事故が発生したときの保障

活動の依頼が多すぎる

活動がマンネリ化し、今後の展望が見えない

活動や所属団体に対する社会的な信用・評価が低い

活動する上で必要な情報が入手できない

活動のＰＲの場がない

その他

不明・無回答

今回（H27、N=55） 前回（H21、N=64）
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（７）市民への情報提供や相談支援体制の充実 

助け合えるまちについての考えは、「困ったときにどんな問題でも相談できるところが

ある」（47.2％）、「困ったときの相談先や有償無償サービスなどの情報提供が充実してい

る」（42.9％）の割合が高くなっており、相談やサービスの情報提供を充実したうえで、

専門的な相談機能や、地域での身近な相談活動が専門機関等に的確につながることが期待

されていると考えられます。 

 

【困ったときに助け合えるまちについての考え（市民意識調査）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

47.2%

42.9%

24.2%

18.7%

6.8%

13.9%

3.0%

7.7%

8.8%

18.2%

4.9%

13.8%

0.6%

6.8%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

困ったときにどんな問題でも相談できるところがある

困ったときの相談先や有償無償サービスなどの情報提供

が充実している

隣近所の交流や助け合いが活発である

自治会を中心に地域福祉活動が活発である

地域ごとにいろいろなボランティア活動が活発に行われ

ている

困っている人を助ける事業（ＮＰＯなど）がある

地域通貨やボランティア育成制度など、相互に助け合う

制度がある

熱心な地域リーダーがいて、福祉活動をリードしている

ボランティアグループ・団体や地域団体などの連絡・連

携が図られている

福祉活動の相談、調整・交流を担当する専門職員が充実

している

ボランティア活動への支援が充実している

学校教育や社会教育で福祉教育が充実している

その他

わからない

不明・無回答

（N=865）
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（８）関係機関との連携や情報共有体制の充実 

社会福祉施設が福祉に関する相談や利用申し込みを受けた際に、施設では対応が困難で

あった場合、他の施設・団体や行政の窓口への紹介を 91.5％の施設が実施しており、前回

の調査と比べると「行政窓口」「老人関係施設」「社会福祉協議会」への紹介が増えていま

す。 

対応困難な問題を抱えている人の事例は、「認知症」「身寄りがない」「経済的困窮」「ネ

グレクト」など多岐にわたっており、行政を含めた他機関との情報共有・連携や地域単位

の見守り体制の強化がますます重要となっています。 

 

【他の社会福祉施設・団体や行政の窓口への紹介（社会福祉施設アンケート）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【紹介先の施設・団体等の種類（社会福祉施設アンケート）】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

91.5%

88.1%

8.5%

6.8%

0.0%

1.7%

0.0%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=59）

前回（Ｈ21、N=59）

実施している 実施していない 今後実施予定 不明・無回答

88.9%

25.9%

53.7%

20.4%

35.2%

29.6%

11.1%

5.6%

69.5%

22.0%

40.7%

23.7%

18.6%

33.9%

5.1%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政窓口

児童関係施設

老人関係施設

障がい者関係施設

社会福祉協議会

児童相談所、女性センター

ボランティア団体等

その他

今回（Ｈ27、N=54） 前回（Ｈ21、N=52）
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【対応困難な問題を抱えている人に直面した事例（社会福祉施設アンケート）】 

事例の内容 

 

高齢者、障がい者、生活困窮に関すること 

 生活困難な独居老人のサービス計画（金銭も含めて）について苦慮している。 

要介護の認知症の方について、放浪ぐせがあり、制止すると暴れたり、大声を出したり

するので、家族の方に了承は得ているが、現状そのままの状態である。 

放浪のたび帰宅できず、発見するのが大変で交通事故等が心配である。 

認知症があり、片づけの必要性に対する理解が難しく、ゴミが片づけられない人がい

る。 

経済的理由で特別養護老人ホーム以外への入所ができないが、どこの施設も待機者が多

い。 

身寄りのない利用者の緊急入院時の保証人について、問題となる。 

身寄りのない人、家族がいても関係が悪く、契約や入院時の金銭管理に問題がある。 

入居者の経済的困窮が理由で、料金の支払いが困難となり、今後の生活の維持の見通し

が立たない。 

金銭的な面が背景にあったのかも知れないが、社会福祉制度を利用したくない家族（本

人）への対応で困ったことがある。 

主介護者が要介護状態となったり、介護者不在の状況になった場合、支援の介入が遅れ

たり、支払いを拒否されたりして深刻な状態となった。 

年金収入はあるが、借金等で生活が送れない方の対応に困る。 

 

子どもに関すること 

 両親ともに障がい者で、０歳児を入園させたい相談があった。車の運転ができないので

迎えに来てほしいということで、対応に困った。 

職員の確保ができず入園できない（待機している。）。職員の人数が足りない。 

両親の離婚により生活が困難になっている乳幼児の対応に困る。 

保育所において母親の精神的不安定によるネグレクトの対応に苦慮した。 

行政の縦・横割りにより対応されなかった事例（いわゆるタライ回し）がある。 

また、法的処置に至らない障がい者（子ども）の対応も困る。 

一時預かり保育利用者の方が、希望通りに利用できない。 
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（９）行政と他の活動主体との協働 

ＮＰＯ法人の他の活動主体との協働の状況については、「定期的に情報交換し、必要な

ときに協力できる活動主体がある」が 36.4％と最も高く、前回の調査と比べると、「常に

他の活動主体とネットワークを形成して活動している」が１割程度減少しています。 

今後の意向については、「互いの得意分野を活かして、協働を積極的に図っていきたい」

（54.5％）、「条件が整えば、他の活動主体との協働を検討したい」（36.4％）で大多数を

占めており、他の活動主体との連携の意向は高いものがあります。 

このため、関係機関や行政が日頃からコミュニケーションを取り、信頼関係を構築する

とともに、活動主体側が制度や分野の壁を越えて連携を図るためのネットワークを強化す

ることが必要です。 

 

【他の活動主体（行政、社会福祉法人、ＮＰＯ等）との協働（ＮＰＯ法人アンケート）】 

（現在の状況） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（今後の意向） 

 

 

 

 

 

  

21.8%

31.3%

36.4%

32.8%

21.8%

17.2%

16.4%

17.2%

3.6%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（H27、N=55）

前回（H21、N=64）

常に他の活動主体とネットワークを形成して活動している

定期的に情報交換し、必要なときに協力できる活動主体がある

不定期に連絡をとる活動主体がある

他の活動主体との連携・協働は行っていない

不明・無回答

54.5%

56.3%

36.4%

31.3%

3.6%

10.9%

5.5%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（H27、N=55）

前回（H21、N=64）

互いの得意分野を活かして、協働を積極的に図っていきたい

条件が整えば、他の活動主体との協働を検討したい

他の活動主体との協働は考えていない

不明・無回答
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１ 基本理念 

 

 

 

 

 

地域福祉を推進する上で、すべての人が尊重され、障がいの有無や年齢にかかわらず、住

み慣れた地域で、安心して日常生活を送ることができるためには、住民相互のつながりや信

頼関係を築き、ともに助け合い、支え合うことが大切です。 

本計画では第２次計画を踏襲し、地域住民一人一人がお互い家族のように思いやり、支え

合う地域社会を築くため、日頃、市民が、声をかけ、見守り、助け合うことを地域福祉の基

本ととらえ、また、第６次高松市総合計画の施策「地域福祉の推進」の目的を踏まえ、「誰

もが住み慣れた地域でいきいきと共に暮らせるまちへ」を基本理念として定めました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

第3 章 基本理念と基本目標 

 

地域福祉分野の位置付け 

まちづくりの目標１：健やかにいきいきと暮らせるまち 

 保健・医療・福祉の連携の下、子どもの成長への支援など、子どもが健やかに生まれ

育つ環境の充実を図るとともに、地域包括ケアシステムの構築や障がい者の自立支援な

ど、支え合い、自分らしく暮らせる福祉社会の形成に努めます。 

 また、健康づくりや医療体制の充実など、市民一人一人が健康で元気に暮らせる環境

づくりを推進し、健やかにいきいきと暮らせるまちの実現を目指します。 

 

施策名：地域福祉の推進 

 誰もが住み慣れた地域で、支え合い、認め合い、生きがいをもって、いきいきと共に

暮らせる地域福祉を推進します。 

 

【参考】第６次高松市総合計画 
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２ 基本目標 

基本理念に向けて重点的に取り組む目標として、前章で整理した地域福祉を推進するに当

たっての課題や求められるものを踏まえて、３つの基本目標とその施策を次のとおり設定し

ました。 

 

基本目標１ 住民参加の支え合う地域づくり 

少子高齢化や核家族化の進展、個人の価値観の多様化など、現在、私たちが生活する地

域社会や家庭を取り巻く環境は大きく変化しています。 

このような中で、複雑、多様化する生活課題や福祉ニーズに対応していくためには、地

域社会を構成する住民一人一人が地域福祉の担い手であるという共通認識を持ち、思いや

りをもって共に支え合い、助け合う活動（共助）が求められています。 

そのため、共助を主体として、住民の自立した生活をサポートする地域による支え合い

や緊急時における地域での支援体制を構築するために、公的な福祉サービスだけでなく、

住民をはじめ、自治会、民生委員・児童委員、市民活動団体、社会福祉協議会等と行政が

協働するという考え方のもと、あらゆる関係機関が連携して、住民みんなで支え合う地域

づくりを推進します。 

また、災害緊急時に適切に対応できるよう、支援が必要な人の把握と地域での見守り体

制を強化するとともに、ユニバーサルデザインの普及・啓発を図るなど、誰もが住み慣れ

た地域で安全・安心に生活できるまちづくりを進めます。 

 

 

基本目標２ 地域福祉を推進する人づくり 

複雑、多様化する福祉ニーズに応え、満足のいく福祉サービスを提供するには、地域に

おけるサービスの担い手となる、優れた知識技術をもった人材が必要になります。 

そのため、地域の身近な支援者である民生委員・児童委員の資質向上や福祉教育の推進

などにより市民の地域福祉意識のさらなる醸成を図るほか、市民活動団体への支援を通じ、

ボランティアや地域福祉を推進するリーダー等を養成するなど「地域福祉を推進する人づ

くり」を進めます。 
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基本目標３ 適切なサービスを提供できる基盤づくり 

誰もが家庭や地域の中で、障がいや年齢にかかわらず、その人らしく、安心して自立し

た生活を送るには、支援を必要とする人が、必要なときに、利用者本位の適切なサービス

を利用できる環境のほか、行政と福祉関係団体とが連携・協働して地域福祉を支えていく

基盤が必要になります。 

そのため、適時適切な情報提供や相談体制の充実に努めるとともに、関係団体と連携・

協働し、利用者が安心してサービスを利用できるよう、行政等による公的な福祉サービス

の質の向上を図るとともに、民間事業者等による多様な形態の福祉サービスの提供を支援

します。 
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３ 市民・地域・行政の基本的役割 

本計画に基づき地域福祉を着実に推進するためには、行政はもとより、市民や地域、サー

ビス事業者等がそれぞれの役割に応じ、主体的、積極的に取り組むとともに、各主体との協

働を進めていくことが重要です。 

このようなことから、本計画では、市民一人一人が取り組むべき「自助」、地域社会が共

同して取り組むべき「共助」、行政として取り組むべき「公助」の三つに区分し、地域福祉

の推進に向けた基本的役割について定めます。 

 

 

（１）自助（市民の役割） 

地域福祉推進の主役である市民には、みずからが福祉サービスの受け手としてだけでな

く、担い手であるという認識を持ち、地域社会を構成する一員として積極的に地域活動に

参加し、支え合う地域社会づくりを推進する役割が期待されています。 

 

 

（２）共助（地域等の役割） 

① 地域コミュニティ協議会の役割 

地域の各種団体から構成される地域コミュニティ協議会は、地域住民が自主的に参加

し、その総意と協力により、住みよい地域社会を構築することを共通の目的としており、

他の団体と連携・協力しながら地域を基盤とした活動を行い、特色あるまちづくりを進

める役割が期待されています。 

特に、構成団体の一つである地区社会福祉協議会は、地域の福祉・保健分野において、

敬老会事業や高齢者と地域の交流事業などを行っており、地域福祉活動の推進が期待さ

れています。 

 

② 社会福祉協議会の役割 

地域における住民組織と社会福祉事業関係者等で構成される社会福祉協議会について

は、「地域福祉活動計画」に基づき、市民の地域福祉活動への参加促進を図るなど、地

域福祉活動の中心的な推進役の役割が期待されています。 

 

③ 民生委員・児童委員の役割 

支援を必要とする人の発見、援助に努め、地域住民にとって最も身近な福祉に関する

相談相手であるとともに、地域福祉の推進者として、行政や社会福祉協議会等と連携し

た活動が期待されています。 
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④ サービス事業者の役割 

福祉サービスの専門家として、さらなるサービスの質的向上を目指すとともに、苦情

解決制度の整備、利用者の権利擁護など福祉サービスが利用しやすい環境の整備にも取

り組む必要があります。 

また、専門的な知識を持つ職員や施設などを生かし、市民や行政と協働により、地域

福祉活動の活性化に資することが求められています。 

 

⑤ 市民活動団体の役割 

関係団体や行政と連携・協働する中で、地域福祉活動の実践およびその活動を通じて

の市民の福祉を向上させることが期待されています。 

 

 

（３）公助（行政の役割） 

本計画の推進には、福祉分野のみならず、保健・医療・環境・教育など他の生活関連分

野との連携が重要であることから、関係部局との緊密な連携のもと、各事業に取り組みま

す。 

また、地域福祉の考え方は、地域における人と人のつながりを構築し、住民同士が他人

を思いやり、互いに支え合い・助け合って生活する共助型の地域社会を築く「地域コミュ

ニティづくり」と同じ考え方に立つものであることから、地域福祉を地域コミュニティの

一分野として位置づけ、効率的な計画推進を図るものです。 
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４ 施策体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

基本目標 住民参加の支え合う地域づくり １ 

基本目標 地域福祉を推進する人づくり ２ 

２－１ 

地域福祉の意識醸成 

施策の方向 

① 地域福祉の意識啓発 

② 福祉教育の推進 

 
２－２ 

地域福祉の担い手づくり 

 

施策の方向 

① 地域福祉活動の担い手の確保・育成 

② 市民活動団体の育成 

③ 民生委員・児童委員の活動推進 

 

基本目標 適切なサービスを提供できる基盤づくり ３ 

３－１ 

福祉サービスの適切な利用環境

づくり 

 

施策の方向 

① 情報提供体制の充実 

② 住民ニーズに対応できる相談支援体制の充実 

③ 福祉サービスの評価制度の普及促進 

④ 社会福祉施設等の適正な運営 

⑤ 福祉サービス利用者の権利擁護 

 
３－２ 

支え合いの基盤づくり 

施策の方向 

① 各種団体と行政との協働推進 

② 高松市社会福祉協議会との連携 

 

１－１ 

地域での支え合い体制の充実 

 
１－２ 

安全・安心のまちづくり 

施策の方向 

① 災害緊急時の要配慮者支援 

② ユニバーサルデザインのまちづくり 

 

施策の方向 

① 地域コミュニティ活動の推進 

② 地域交流の推進 

③ 地域活動やボランティア活動の参加促進 

④ 地域包括ケアシステムの構築 

⑤ 地域の多様な生活課題への対応 
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基本目標 １ 住民参加の支え合う地域づくり 

 

１－１  地域での支え合い体制の充実 

 

ひとり暮らし高齢者、要介護等認定者、障害者手帳所持者など、日常生活の中で支援を

必要とする人がさらに増加していたり、地域の中での孤立が懸念されるなど、身近な地域

における支え合い体制の充実が今後一層求められています。 

一方で、本市の自治会への加入率は減少の一途を辿り、地域における連帯感の希薄化と

ともに、伝統的な相互扶助機能も弱体化しています。また、市民意識調査結果でも、普段

の近所との付き合いの程度については、「顔をあわせたときに挨拶をする程度である」が

最も高くなっていますが、理想とする近所との付き合いの程度については、「困ったとき

に相談したり、災害時や緊急時には支援するなど、助け合うべき」が最も高くなっており、

近所付き合いの現実と理想が浮き彫りとなっています。 

本市では、多様化する地域課題を地域の人たちがみずからの問題としてとらえ、解決に

向けて積極的に取り組む“地域みずからのまちづくり”を行うため、おおむね小学校単位

で、連合自治会を始め、地域の各種団体、ＮＰＯなどにより、すべての地域に「地域コミ

ュニティ協議会」が組織されており、地域コミュニティ協議会の各種活動を中心に、地域

のニーズに即した住民参加による地域の支え合いが求められています。 

また、生活困窮、自殺、虐待、ＤＶ、孤立死、消費者被害など、近年の社会環境の変化

に伴い顕在化してきた多様な生活課題への対応のほか、重度な要介護状態や認知症となっ

ても、住み慣れた地域で、自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることができるよう、

医療・介護・予防・生活支援・住まいが一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の

構築が求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第4 章 施策の展開 

現状と課題 
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➤自治会を中心とした地域社会の連携がうまく機能すればよいが、目的意識には個人差があり

押し付け的な運営になりがちである。 

➤お年寄りの１人暮らしが多くいるので、その人達を訪問し、助けてあげてほしい。 

➤個人的には自助＞共助＞公助の考えを持つべきだと思うが、行政からこの考えを押しつけら

れると反感を買う。行政と個人との間に何か（学校、地域）ワンクッションあるといいと思

う。 

➤運動ができる設備があり、地域住民が気軽に集まれる場がほしい。 

➤市内の中心部で、マンション住まいの人が多い地域は自治会活動に参加する人が少なく、地

域との結びつきが希薄になり、福祉サービスの情報が得にくくなっている。 

➤近所の付き合いが難しく、話し合いがしづらくて困っている。 

➤自治会の会長になって納得できないことが結構ある。自治会加入のために会費の支払いが発

生する。そもそも自治会加入のメリットがよく分からない。災害時のためにだけ自治会に加

入しているようにしか思えないのが残念に感じる。 

➤生活保護家庭よりも低収入の家庭がかなり多いと聞くが、医療・福祉などの面で負担増にな

らないよう、行政と民生委員の努力、配慮がほしい。 

➤１人なので孤独死を心配している。 

➤近隣で老人介護の問題で大変苦労されている方が多いと感じる。明日は我が身と感じてい

る。 

市民の声（市民意識調査より） 
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① 地域コミュニティ活動の推進 

地域には、それぞれの特性があり、また抱える課題や福祉ニーズも多種多様ですが、

自分たちの地域特性を踏まえ、地域独自の課題に対する共通認識を持った住民主体の活

動は、地域からの支持を受け、地域に根づいていくことから、このような活動への取組

は大変重要です。 

地域コミュニティ協議会は、地域住民みんなが自主的に参加し、その総意と協力によ

り、住みよい地域社会の構築を共通の目的として組織され、地域福祉を推進する基盤と

なる団体です。住民一人一人が自分の住んでいる地域を知り、地域の生活課題を発見し、

解決につなげていけるよう、行政はその活動が積極的に展開されるよう支援するととも

に、連携・協働によるまちづくりを推進します。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・隣近所とかかわり、地域や地域の生活課題に関心を持ちます。 

・地域で支援が必要な人がいる場合は、民生委員・児童委員や市役所

等へつなぎます。 

・自治会活動など地域コミュニティ活動への理解を深め、積極的に参

加します。 

共助 

（地域） 

・自治会は、地域の情報を住民へ積極的に発信します。 

・誰もが地域活動に参加しやすい雰囲気づくりに努めます。 

・各種団体間の連携を密にし、協力してまちづくりに取り組みます。 

・高齢者や障がい者、妊婦・乳幼児がいる家庭への訪問、情報や事例

の情報共有により、地域の見守り活動を推進します。 

・地域コミュニティ協議会の中心となる自治会への加入を進め、自治

会活動の強化に取り組みます。 

・地域活動の拠点として、コミュニティセンターの管理・運営を行

い、地域コミュニティ活動の活性化を図ります。 

公助 

（行政） 

・地域コミュニティ協議会への支援を通じて、地域福祉活動の活性化

を図ります。 

・自治会への加入促進を支援します。 

・協働について職員の意識改革を図るとともに、協働推進員を活用し

て、協働を円滑に進めます。 

 

 

施策の方向 
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区 分 取り組み内容 

公助 

（行政） 

・地域活動の拠点となるコミュニティセンターの維持修繕を図りま

す。 

・地域まちづくり交付金事業など、市民と行政との協働による地域み

ずからのまちづくりの推進を支援します。 
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② 地域交流の推進 

住民同士が支え合う地域にしていくためには、近所付き合いをはじめとした地域の中

での交流が活発であることや、住民同士が互いに理解を深め、生活課題をみつけ、解決

に向けた取組を話し合っていく場・機会が必要となります。 

また、本市では空家が増加しており、生活環境や景観の悪化などが懸念されている一

方で、空家は地域資源としてとらえ、活用方策の検討が求められています。 

住民一人一人が地域社会とのつながりや信頼関係を育み、地域で支え合い、協力し合

うことのできる関係づくりを進めるため、子どもから高齢者まで、地域に住民が集まる

ことができる活動スペースや、主体的に交流できる機会づくりを推進します。 
 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・地域の一員として、積極的に地域活動に参加します。 

・日頃からのあいさつや要配慮者への声かけ・見守り活動を心がけま

す。 

・市内の施設の情報を把握して、積極的に活用します。 

共助 

（地域） 

・様々な地域行事を通じて、顔見知りの関係などのつながりができる

ような地域活動を展開します。 

・世代間の交流を活性化し、年代の輪を広げます。 

・誰もが参加しやすい雰囲気づくりに努めます。 

・高齢者や障がい者、外国人を含め、幅広く住民に地域活動への参加

を呼びかけます。 

（事業者） 

・地域交流事業に積極的に参加します。 

・ボランティアの受け入れなど、地域や学校等との交流を推進しま

す。 

・社会福祉施設の持つ専門的知識・ノウハウを生かし、地域活動への

協力や施設の地域開放に努めます。 

公助 

（行政） 

・子どもから高齢者まで幅広い年齢層や障がい者などが地域福祉活動

に関われる地域交流事業を支援します。 

・交流活動や生きがい活動をするための拠点や、様々な立場の住民が

気軽に集える場づくりを推進します。 

・空家について、地域の交流拠点としての活用も含めた幅広い活用の

方策を検討します。 
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③ 地域活動やボランティア活動の参加促進 

地域における多様な生活課題に的確に対応するとともに、新たな課題やニーズを発見

する上で、住民団体による地域活動やボランティア活動が果たす役割は大きくなってい

ます。 

一方で、高齢化や長寿化の進展や、団塊の世代が退職し、仕事を中心とした生活から

地域を中心とした生活を営む人が急増することも予想されます。 

このような人たちによる、地域社会をより住みやすいものにしていこうという意識の

高まりを生かし、地域の生活課題への対応とともに住民の自己実現意欲も満たすことが

できるよう、地域活動やボランティア活動への参加を促進します。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・みずからが、福祉サービスの受け手であるとともに、担い手である

ことを認識し、空き時間や能力を積極的に地域活動やボランティア

活動に生かすよう努めます。 

・生きがいを持ち、社会参加に努めます。 

共助 

（地域） 

・住民の地域福祉意識の醸成を図るため、地域活動への参加を呼びか

けます。 

・団塊の世代をはじめ、住民が地域活動に参加しやすいよう情報提供

や雰囲気づくりに努めます。 

（高松市社会福祉協議会） 

・ボランティア団体への支援・助成を通じて、ボランティアの育成に

努めます。 

・ボランティア活動保険の普及を図り、活動しやすい環境づくりに努

めます。 

公助 

（行政） 

・ボランティア・市民活動センターへの支援を通じて、市民のボラン

ティア意識の醸成を図り、人材の発掘、養成に努めます。 

・様々な地域活動を周知し、市民が参加できるよう情報の提供と共有

化に努めます。 

・認知症サポーターの養成等により、地域で活躍できる福祉人材の育

成に努めます。 
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④ 地域包括ケアシステムの構築 

要支援・要介護状態となる恐れのある高齢者を早期に把握し、要介護状態の軽減や悪

化の防止だけではなく、高齢者が住み慣れた地域社会で、自分らしい人生を最後まで続

けられるよう、医療・介護・予防・生活支援・住まいなどが一体的に切れ目なく提供さ

れる状態である、地域包括ケアシステムを構築します。 

また、地域の共助や、民間事業者のサービスとの役割分担を踏まえながら、元気な高

齢者と要介護者等を分け隔てることなく、支え合いや、世代間を通じて、通いの場が拡

大していくような地域づくりを推進します。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・地域で支援が必要な人がいる場合は、民生委員・児童委員や市役所

等へつなぎます。 

・一人暮らし高齢者等に声かけをしたり、話し相手、相談相手になる

よう努めます。 

共助 

（地域） 

・各種団体間の連携を密にし、高齢者や障がい者、妊婦・乳幼児がい

る家庭への訪問、情報や事例の情報共有により、地域の見守り活動

を推進します。 

（保健・医療・福祉事業者） 

・介護保険サービスの量の確保及び質の向上を図ります。 

・医師会・介護サービス事業者・地域代表等で構成する「地域ケア会

議」を開催し、高齢者支援に関する施策・体制づくりにつなげま

す。 

・認知症のおそれがある人が地域で自立した生活を送れるよう、医

療・福祉関係者等の多職種による支援チームが連携して、包括的・

集中的な支援を行います。 

公助 

（行政） 

・在宅医療と介護サービスを一体的に提供できるよう、意見交換、多

職種間のネットワーク構築など、情報の共有と連携強化を図りま

す。 

・介護予防・日常生活支援総合事業を実施する中で、住民一人一人の

状況や地域の実情に応じた介護予防事業を展開するとともに、地域

ぐるみで取り組む介護予防の体制づくりを支援します。 

・高齢者が安心して住み慣れた地域で暮らし続けられるよう、社会参

加、生活支援・見守り・居場所づくりの拡充を図ります。 
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区 分 取り組み内容 

公助 

（行政） 

・高齢者のライフスタイルや介護ニーズ等に見合った住まいの充実を

図ります。 
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⑤ 地域の多様な生活課題への対応 

地域で見守り、支え合うという観点から、様々な要因による自殺、虐待、ＤＶ、孤立

死、消費者被害などの生活課題に対し、地域の多様なネットワーク機能を連携・充実さ

せて地域において未然防止や早期発見に努めるとともに、公的なサービスでは対応でき

ない日常の生活課題（ごみ出し、買い物等）の支援を推進します。 

また、平成２７年４月に施行された「生活困窮者自立支援法」に基づき、生活困窮者

を早期に把握するとともに、困窮状態から脱却できるよう、適切に生活困窮者の支援を

進めます。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・自分の身は自分で守るという意識を持ちます。 

・生活課題に関する研修会等に積極的に参加します。 

・日頃から近所の人間関係を深め、生活に関する危険サインをキャッ

チするとともに、自らも発信します。 

・地域で支援が必要な人がいる場合は、民生委員児童委員や市役所等

へつなぎます。 

・生活困窮者自立支援制度の仕組みを理解し、困ったときは早めに相

談します。 

共助 

（地域） 

・生活課題に関する情報収集と提供に努めます。 

・地域の生活課題を把握し、解決に努めます。 

・隣近所における日常の生活課題について積極的に支援します。 

・地域のあらゆる関係団体で情報交換を行い、課題解決に向けて連携

します。 

公助 

（行政） 

・各種相談窓口が連携し、課題の早期発見・解決に努めます。 

・生活課題に関する情報収集と提供を行い、市民への啓発や問題の未

然防止に努めます。 

・消費生活相談窓口として消費生活センターの充実を図り、相談員に

よる申出者の苦情相談の解決・助言を行います。 

・生活困窮者を発見し、相談窓口につなげるためのネットワークを構

築します。 

・生活困窮者自立支援制度により、包括的・継続的な相談支援を行い

ます。 

 

 



38 

 

 

区 分 取り組み内容 

公助 

（行政） 

・生活困窮者自立支援制度により、就職、住居、子どもの学習等の

個々の状況に応じた支援を推進するとともに、既存サービスの有効

な活用に努めます。 
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１－２  安全・安心のまちづくり 

 

近年、地震や台風など大規模な自然災害が数多く発生し、改めて地域での支え合いの重

要性が再認識され、日常的なつながりや災害緊急時における要配慮者への支援体制の強化

が求められています。特に東日本大震災では、高齢者や障がい者に多くの犠牲者が出たこ

とが大きな問題となりました。災害発生時においては、「自分の命は自分で守る」という

自助の意識が求められていますが、要介護者や重度の障がいを持つ人などの災害時要配慮

者が自ら避難することは困難であるため、地域全体で「自分達の地域は自分達で守る」と

いう共助の意識を持つことが重要です。 

また、地域社会における安全・安心の確立が求められていることから、地域住民、民生

委員児童委員等の福祉関係者、ボランティア団体などがお互いに連携しながら、地域全体

で課題を共有し、未然に防いだり、適切かつ速やかに対応できる地域づくりが必要です。 

さらに、障がいの有無や年齢、国籍等に関わらず、すべての人が住み慣れた地域で、安

全かつ安心して生活ができ、あらゆる分野の活動に参加できる地域社会を築くために、ユ

ニバーサルデザインの考え方を取り入れたまちづくりに配慮することが大切です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

 

➤自治会によって防災意識の差があると思う。市がもっとリーダーシップをとってほしい。 

➤自治会に入っていないので、災害が起こった時に声かけをしてもらえないのではないか不安

である（マンション、社宅などは自治会に入りにくい）。 

➤いつも気になるのが、タイルを敷き詰めた歩道である。タイルがはがれ、歩いていてつまず

くような浮き方になっている。見た目はきれいでも危険だと思う。歩行器を利用している方

にも安全なようにバリアフリーにしてもらいたい。 

 

市民の声（市民意識調査より） 



40 

 

 

 

① 災害緊急時の要配慮者支援 

災害時に自力で避難することが困難な高齢者や障がい者などの要配慮者に対して、災

害情報の提供や避難等の手助けが地域の中で素早く安全に行われる体制を構築するため、

自主防災組織の育成強化を図るとともに、「災害時要援護者台帳」を作成し、要配慮者

情報の把握と共有を図ります。 

また、平常時から要配慮者に対する見守りや声かけを行い、地域における要配慮者の

支援に努めます。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

（要配慮者） 

・日頃から自治会や自主防災組織等近隣住民との積極的な交流を図

り、避難支援を受けやすい環境づくりに努めます。 

・日頃から災害に関心を持ち、過去の災害状況や危険箇所を把握した

り、非常持ち出し品や家庭内備蓄品を備えたりします。 

・自分たちの命を守るため、住宅の耐震化や家具類の転倒・落下防止

対策を進めます。 

（支援者） 

・要配慮者との信頼関係を構築するとともに、普段から見守りや声か

けを行います。 

共助 

（地域） 

・地域における各種行事や事業を通じて要配慮者との交流を図り、普

段からの見守りや声かけを行います。 

・近隣住民で災害時の要配慮者がいたら、支援者として積極的に登録

をします。 

・「災害時要援護者台帳」の管理・更新を行うとともに、地域の実情に

合わせた災害時の情報伝達体制や避難計画を作成します。 

・要配慮者参加型の防災訓練や避難訓練を実施し、住民の防災意識啓

発に努めます。 

・自主防災組織の結成を進めます。 

公助 

（行政） 

・要配慮者の手助けが地域の中で素早く行われるよう、「安全・安心の

まちづくり」の中核となる施設として、災害発生時の情報拠点や指

揮命令拠点の機能や常設の災害対応機能を備えた「高松市危機管理

センター（仮称）等」の整備を進めます。 

施策の方向 
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区 分 取り組み内容 

公助 

（行政） 

・「災害時要援護者台帳」を作成し、地域と情報を共有するとともに、

その管理・更新を行います。 

・障がい者や病気の人等に配慮した避難所・避難路の点検・確保に努

めます。 

・地域の情報伝達体制や避難計画の作成などを盛り込んだ地域コミュ

ニティ継続計画の作成を支援します。 

・地域の要配慮者支援活動を継続的・専門的に担う人材を育成するた

め、地域防災リーダー育成セミナー等の研修を実施します。 

・防災訓練の実施や地域住民による防災訓練への支援を通じて、市民

の防災意識の向上に努めます。 

・コミュニティセンター等において地域住民とともに災害対応を行う

職員を指定することにより、地域における災害応急対策を迅速に行

う体制を整備し、災害による被害を最小限に抑えます。 

・災害時緊急物資備蓄体制の強化を進めます。 
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② ユニバーサルデザインのまちづくり 

高松市ユニバーサルデザイン基本指針に基づき、年齢や性別、障がいの有無、国籍等

にかかわらず、全ての人が安心して住み慣れた地域社会の中で暮らしていけるよう、公

共施設等の整備を進めるとともに、市民・サービス事業者等への意識啓発を推進します。 

また、障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律（障害者差別解消法）に基づ

き、障害者が日常生活等を営む上で社会的障壁を除去するため、施設や設備の改善・整

備を推進するほか、差別解消への啓発活動に取り組みます。  

そして、誰もが、地域社会を構成する一員として尊重される社会を実現するため、人

権意識の啓発や教育を推進し、社会的に不利な立場に置かれている人に対する理解を深

めるとともに、多様な情報通信サービスを容易に利用でき、情報格差が生じないよう、

情報を入手する上で障害となる様々な条件に対応できる情報提供体制の充実を図ります。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・ユニバーサルデザインやバリアフリーについて理解を深めます。 

・優先駐車スペースや多機能トイレ等の優先施設を尊重するなど思い

やりの心をもって行動します。 

・人権教育・啓発に関する研修に参加し、理解に努めます。 

共助 

（地域） 

・見守り活動を通して、要配慮者の地域生活を支援するとともに、介

護者の負担軽減に協力します。 

・問題を抱える人やサービスの利用に結びついていない人を、市や関

係機関につなげる役割を果たします。 

（事業者） 

・障がい者・団体などの意見等を踏まえ、建築物のユニバーサルデザ

イン化に努めます。 

・できる限りユニバーサルデザイン対応製品の使用に努めます。 

・福祉サービスの利用者の特性に合わせて、適切に情報提供を行いま

す。 

公助 

（行政） 

・高齢者・障がい者が自宅で暮らしやすいよう住宅改造を支援しま

す。 

・不特定多数の人が利用する公共施設や、公共交通機関等のユニバー

サルデザイン化を推進します。 
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区 分 取り組み内容 

公助 

（行政） 

・ユニバーサルデザインやバリアフリーについて、意識啓発に努めま

す。 

・人権教育・啓発に関する研修を推進します。 

・点字広報の発行や手話奉仕員の派遣など情報の受け手の特性に合わ

せて、適切に情報提供を行います。 

・外国人住民への生活支援体制の充実に努めます。 

・高齢者や障がい者等が積極的に社会参加できるよう、外出支援サー

ビスの充実に努めます。 
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基本目標 ２ 地域福祉を推進する人づくり 

 

２－１  地域福祉の意識醸成 

 

福祉は、住民一人一人が年齢や性別、障がいの有無にかかわらず、人間としての尊厳を

持って、地域の中で当たり前に暮らすことを支援しようとするものです。誰もが地域の中

で共に生き、共に支え合いながら、人としてのしあわせを実感することができる心豊かな

福祉の文化・意識が地域に育まれていることにより、本計画が進める共助の仕組みが成り

立つと考えられます。 

そのため、地域福祉の理念についての学びや参加、体験の機会を充実し、市民・市・社

会福祉協議会が協働して、住民の地域福祉意識の醸成を図る必要があります。 

また、住民が地域福祉の担い手として、様々な活動に積極的に参加し、生きがいを持っ

て、地域の中で暮らすことにより、地域福祉は充実していくものと考えられますが、その

ためには、学校や地域での体験学習や生涯学習などの機会を通じて、福祉の文化を身近な

存在であることと認識し、広めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

 

➤小学生からの学校教育、地域の子ども会での啓蒙活動（地域での助け合い）をするといいの

ではないかと思う。 

➤福祉と一言で言っても広範囲であるが、考え様によると一人一人の心構えが基本だと思う。

市民一人一人ができる、他人に対する優しさを常に育むことが大切だと思う。（ＮＰＯ法人） 

市民の声（市民意識調査より） 
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① 地域福祉の意識啓発 

住民一人一人の福祉への理解と関心を高めるとともに、地域福祉の主体としての自覚

を促すため、住民全体の意識啓発や地域福祉の理念の普及・啓発に取り組みます。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・地域や行政が開催する福祉イベント等に積極的に参加します。 

・子どもたちが地域の福祉活動や自治活動に参加する機会を設けま

す。 

・高齢者や障がい者等に電車やバスの席を譲ったり、道路の横断や階

段などで手助けするなど、気配りのある行動を心がけます。 

共助 

（地域） 

（地域） 

・住民に対して地域福祉活動の情報を発信し、参加を促します。 

（事業者） 

・福祉施設の地域開放、地域交流を推進し、地域との連携を図りま

す。 

（高松市社会福祉協議会） 

・住民へ福祉に関する情報提供を行うとともに、福祉イベント等を通

じて意識啓発に努めます。 

（地区社会福祉協議会） 

・広報誌の発行やふれあい活動のイベント開催を通じて住民の地域福

祉意識の醸成を図ります。 

公助 

（行政） 

・多様な媒体や機会を通じて、福祉に関する情報提供を行います。 

・市政出前ふれあいトークの充実を図り、地域福祉の理念を普及・啓

発するとともに、市民の自主的な活動を支援します。 

 

  

施策の方向 
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② 福祉教育の推進 

児童・生徒の福祉への理解と関心を高めるために、家庭・地域・学校における福祉教

育、学習活動の推進を図ります。また、生涯学習の観点からも、福祉に関する情報提供

に努め、あらゆる世代を対象とした住民の地域福祉意識の醸成に努めます。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・家庭内の福祉教育に取り組みます。 

・生涯を通じた福祉への関心・理解を深め、自分のニーズに合った生

涯学習・講座等に積極的に参加します。 

・地域福祉を進めるために、自分の持つ知識、経験、技術を活用しま

す。 

共助 

（地域） 

・地域の人材・施設等を生かした福祉教育、学習活動に努めます。 

・子どもが福祉活動に参加する機会を設けます。 

（事業者） 

・児童・生徒のボランティアや体験学習の受け入れに協力します。 

公助 

（行政） 

・教育と福祉が連携し、地域全体でこどもの健全育成を図るため、社

会奉仕活動や体験活動等の機会を設けます。 

・人と人との交流や生きがいのある暮らしの実現のため、生涯学習活

動の推進を図ります。 

・「福祉のつどい」や「高松ふれあいの店」などの交流事業を積極的に

周知し、市民の参加を呼びかけるとともに、地域福祉意識の醸成に

努めます。 

・障がいや認知症への理解を深め、差別や虐待を防止するため、広く

市民へ向けて啓発を行います。 
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２－２  地域福祉の担い手づくり 

 

地域福祉を推進していくためには、誰もが支援を必要とする立場になる可能性があるこ

とを認識し、「お互いさま」という視点で、地域において助け合うことが必要です。 

このため、住民一人一人が、福祉サービスの受け手だけでなく、担い手としての意識を

持つとともに、積極的に地域福祉を推進する人材を確保・育成する必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

 

➤市を応援できる市民でありたい。何もかも行政に甘えるのではなく、自分達のできる事を見

つけ教えてもらい、地域リーダーを育てられれば地域福祉は良くなるのではと思う。 

➤福祉について色々進めるのは結構ですが、携わる人が少なく高齢化しているのではないか。

行きすぎて負担になる人が多くては考えもので、強制的なボランティアに不安を感じる。 

➤健康で楽しんでボランティアに参加したい。 

➤市の周辺の場所（香川町、香南町、塩江町、西植田、東植田）は高齢化が進んで、福祉サー

ビスの地域の担い手が減っているので、今後新たな担い手を育成する必要があると考える。 

➤「高齢者の増加は財政面などで国の負担になっている」というような社会風潮があるが、元

気な高齢者も多く、それらの方は地域のためのボランティアの参加意欲も高いものがある。

他県、市では、行政において弁護ボランティア制度を導入して、支え合いのまちづくりを進

めている。高松市においても、高齢化をマイナスと捉えるのではなく、支える人材が増えて

いると考え、その力を活用されたい。（社会福祉法人） 

➤リーダー養成、場づくり、研修会等を望むと、すぐに施設等へ丸投げ（費用、人材）されて

しまうように思う。既存事業を行っているうえでの実施になると、専任の担当がいないので

続かず、発展していく事業になりにくいのが実状である。市のリーダーシップ（担当者もす

ぐに変わらない）を期待する。（社会福祉法人） 

➤活動のための資金調達と人材の育成の 2 点において非常に困っているのも事実です。この２

点が達成できれば多数の法人がさらなる地域協働ができると信じている。（ＮＰＯ法人） 

➤現在は広域的なボランティア活動ができておらず、どのようなニーズがあるか、地域や子育

て、障がい者への支援として何ができるのか模索している。活動の推進を、アドバイスして

頂ける機関や相談できる所を知りたい。（ＮＰＯ法人） 

市民の声（市民意識調査より） 
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①  地域福祉活動の担い手の確保・育成 

地域福祉活動の担い手を確保・育成するために、自治会役員や民生委員児童委員のほ

か、生きがいづくり、社会参加・自己実現を求める団塊の世代や高齢者を担い手づくり

につなげるなど、地域福祉活動の中核となる人材をリーダーとして養成します。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・自らが、福祉サービスの受け手だけでなく、地域福祉活動の担い手

であることを認識します。 

・自治会活動や民生委員児童委員活動に理解を深め、その活動に参

加・協力します。 

共助 

（地域） 

・地域における人材の発掘、活用に取り組みます。 

・団塊の世代を始め、住民が地域福祉活動に参加しやすいよう情報提

供や雰囲気づくりに努めます。 

（民生委員児童委員） 

・研修等に積極的に参加し、自己研鑽に努めます。 

（社会福祉協議会） 

・地区社会福祉協議会の活動を支援します。 

公助 

（行政） 

・民生委員・児童委員について、住民の理解が深まるように、広報紙

などを通じて周知を行います。 

・民生委員・児童委員が地域の身近な相談役として主体的な活動が行

えるような支援とともに、研修の充実による資質の向上に努めま

す。 

・寝たきり高齢者やひとり暮らし高齢者等を訪問する友愛訪問活動な

どのボランティア活動や各種活動を企画・指導する人材育成を促進

します。 

・地域において自主的に健康づくり活動を行う「保健委員」、「食生活

改善推進員」や介護予防のためのボランティアである「元気を広げ

る人」等を育成します。 

 

  

施策の方向 
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区 分 取り組み内容 

公助 

（行政） 

・認知症に対する正しい知識を身に付けるとともに、認知症 高齢者

等への声かけや見守り、あるいは必要に応じて関係機関へつなぐ

「認知症サポーター」を養成します。 

・地域コミュニティ人材養成事業を活用し、地域コミュニティ活動を

推進するリーダー的人材の養成に努めます。 

・地域福祉活動の情報を提供し、市民の参加機会の拡充を図ります。 
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②  市民活動団体の育成 

｢専門性｣｢先駆性｣｢迅速性｣などの特性を持つボランティア団体やＮＰＯ等の市民活動

団体に対し適切な支援を行います。 

また、市民活動センターにおける相談事業や各種講座、交流事業を充実させるなど、

同センターの効果的な活用を図り、市民活動団体の活動を支援する中間支援組織として、

また、協働によるまちづくりに資する拠点となるよう、市民活動センターの機能の拡充

に取り組みます。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・日常生活の中でボランティア活動に関心を持つよう努めます。 

・行政や地域が実施する行事、学習会等に積極的に参加します。 

共助 

（地域、事業者） 

・市民活動団体との積極的な交流・協働に努めます。 

（高松市社会福祉協議会） 

・ボランティア活動保険の普及など、ボランティア活動に安心して取

り組める環境づくりに努めます。 

・地域のニーズに合わせた各種ボランティア講座を実施し、ボランテ

ィア人材の育成に努めます。 

・地域活動に関心があってもきっかけや情報がなく活動していない高

齢者の方や、長年培った豊富な知識や技能、経験を地域のために生

かしたいと考えている高齢者の方にボランティア活動に関する情報

提供を行います。 

（市民活動団体） 

・市民活動センターを積極的に活用します。 

・行政や他団体と積極的に交流・協働します。 

公助 

（行政） 

・市民活動団体や協働に対する意識改革と人材養成を推進します。 

・市民活動センターの中間支援機能を拡充するほか、市民活動団体の

組織基盤強化のための研修事業や、情報提供等に努めます。 

・ボランティア活動に参加したい人とボランティアを必要とする人と

のコーディネートの強化と情報提供に努めます。 
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③  民生委員・児童委員の活動推進 

民生委員・児童委員は、住民の立場に立った最も身近な相談者として、ひとり暮らし

高齢者の見守り活動やこどもの健全育成などの支援活動を行っています。 

また、その活動を通じて、地域における新しい福祉ニーズの発見や、各種機関とのネ

ットワークを生かした問題解決が図れる立場にあることから、「地域福祉の推進役」と

しての役割が期待されています。こうした期待に応えるため、より地域のニーズに合わ

せた主体的な活動が行えるよう支援するとともに、研修の充実を図り、資質の向上に努

めます。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・民生委員・児童委員の活動について、住民の理解が深まるように、

広報紙等を通じて周知を行います。 

・担当の民生委員児童委員の把握に努め、身近な相談相手として活用

します。 

共助 

（地域） 

・回覧板や地域での各種集会の場などを利用し、民生委員・児童委員

の活動に対する理解を促進することにより、活動が行われやすい環

境づくりに努めます。 

（民生委員児童委員） 

・研修会に積極的に参加し、自己研鑽に努めます。 

・地域の身近な相談者として、総合的な視点からアドバイスを行いま

す。 

・地域住民のニーズを的確に把握し、行政や関係機関と連携し、課題

解決に努めます。 

公助 

（行政） 

・民生委員児童委員と関係機関との連携を推進します。 

・市民に対して民生委員児童委員の活動実態を広く周知することによ

り、各地域において密着した活動のできる環境づくりに努めます。 

・各種研修会を実施し、民生委員児童委員の資質の向上に努めます。 
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基本目標 ３ 適切なサービスを提供できる基盤づくり 

 

３－１  福祉サービスの適切な利用環境づくり 

 

東日本大震災以降、「絆」という言葉で、人・家族のつながり、地域の支え合いの重要

性が再認識され、再生に向けた取り組みが様々な場面において展開されています。しかし、

子育てや介護などの悩みを抱えた家族の中には、誰にも相談できず、また、各相談機関も

相互の支援情報を持ちながらも十分に連携できずに、精神的、身体的、金銭的など複合化

する課題などを解決できない人がいるという状況も浮き彫りになっています。 

人間関係の希薄化が進展する中、地域との関係が薄れている家庭や様々な福祉課題を抱

える家庭への理解を深める必要があります。特に、今後、高齢化がさらに進み、認知症高

齢者が増加することが予想されることからも、認知症高齢者に対する理解や関連する福祉

サービス、成年後見制度など様々な福祉制度等についての情報を共有することも必要とな

ります。 

また、平成 27 年 4 月から施行された生活困窮者自立支援法において、支援の対象とな

る人々の中には、従来からの対象者ごとに割り振られた福祉制度では対応できない、いわ

ゆる制度の狭間にいる人も多く存在すると考えられます。 

このような状況のもと、地域で様々な福祉課題を抱える家族に寄り添い、ともに課題を

解決していくために、様々な媒体・場・機会を活用して、幅広く住民に届く情報提供体制

や、地域住民、関係団体、事業者、行政がそれぞれ課題を共有し、適切な相談窓口につな

ぎ、そして解決できる体制づくりが求められています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

 

➤福祉サービスについて、どういうサービスがあるかなど、気軽に聞ける窓口があればよい。

行政のサービスや申請など、どこに相談したらよいかが分からないので、何でも相談できる

窓口があればよい。 

➤生活の中でとても小さな困りごと、どこに相談してよいのか分からないことがあるので、何

でも気楽に相談できる窓口があると嬉しい。 

➤情報化時代、いかに早く分かりやすく周知していくかが大切である。福祉関係の項目や内容

等を上手に取りまとめ、場所、担当、方向など分かりやすく、時には図で示すことも必要で

ある。 

➤若者の関心を喚起すること。近所付き合いを促進する活動、LINE や Facebook のアカウン

トなどを利用して情報発信の活発化、活動内容の公開を進めてほしい。 

市民の声（市民意識調査より） 
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① 情報提供体制の充実 

誰もが必要なときに必要とする情報を容易に入手できるよう、多様な方法による情報

提供を行うとともに、高齢者や障がい者、子育て世帯、外国人はもとより、潜在的なサ

ービス利用者にも配慮し、適切な情報提供に努めます。 

また、一方向の情報提供だけでなく幅広い市民における地域の課題や意見、要望等を

聞くことが重要であることから、facebook（フェイスブック）や Twitter（ツイッター）

やなどのＳＮＳ（ソーシャル・ネットワーキング・サービス）を活用した双方向の情報

提供の充実を図ります。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・福祉に関心を持ち、広報紙やインターネットなどから積極的に情報

収集を行うとともに、近隣での情報伝達、共有に努めます。 

共助 

（地域） 

・回覧板や広報紙の配布など、地域内の情報伝達に協力します。 

・情報が届きにくい人への気配りに努めます。 

（事業者） 

・利用者の視点に立ち、事業運営に関する様々な情報や自己評価、第

三者評価結果などを積極的に開示します。 

公助 

（行政） 

・広報やパンフレットなどはユニバーサルデザインに配慮し、分かり

やすい内容・表現とし、適時適切な配布に努めます。 

・ＳＮＳを含めたインターネットの活用や、市政出前ふれあいトーク

など、多様な方法による情報提供に努めます。 

・地域における説明会やフォーラムなどの開催やパブリックコメント

の活用により、住民参加の機会を設けます。 

・個人情報の保護に留意しながら、地域福祉の推進に必要な情報を整

備・活用します。 

 

  

施策の方向 
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② 住民ニーズに対応できる相談支援体制の充実 

現在設置している各相談窓口の専門性の向上とともに、市民の「どこに相談してよい

かわからない」という状況を解消するため、各窓口間の連携を図り、相談者の多様なニ

ーズに適切に対応できる相談体制の充実を図ります。 

また、地域包括支援センターや老人介護支援センター、障害者生活支援センターを始

め、民生委員・児童委員、身体・知的障害者相談員などの活用により、生活課題の把握

とともに、身近な場所で気軽に相談でき、地域の生活課題を総合的かつ継続的に把握し、

適切なサービスが提供できる、一貫した相談支援体制の構築に努めます。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・相談窓口を積極的に活用するほか、問題を抱えている人に紹介しま

す。 

・困ったときに相談できる人間関係の構築に努めます。 

共助 

（地域・事業者） 

・各種支援センターや民生委員児童委員と連携し、福祉サービス利用

の手助けをします。 

・問題を抱えている人やサービスの利用に結びついていない人を市や

関係機関につなげる役割を果たします。 

（事業者） 

・専門の知識や技術を生かした相談・支援活動を行います。 

公助 

（行政） 

・誰もが気軽に相談できる体制づくりに努めます。 

・相談員の資質と専門性の向上に努め、相談体制を強化します。 

・多様化・複雑化する相談を受けられる人材を育成・確保します。 

・相談窓口や業務内容を広く市民に周知します。 

・各種相談機関や窓口と情報の交換や共有化を図り、地域の課題が支

援に結びつくよう連携体制の強化に努めます。 

・支援を必要とする市民一人一人が地域での生活を維持できるよう、

個々の状態に最も適した保健・医療・福祉のサービスの組み合わせ

やサービス量等を総合的に調整するとともに、必要に応じてインフ

ォーマルサービスを組み込むケアマネジメント体制の充実を図りま

す。 
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区 分 取り組み内容 

公助 

（行政） 

・相談を待つだけでなく、日頃から地域や関係団体との交流・連携を

図り、アウトリーチ型活動を推進します。 

・地域包括支援センターを地域福祉活動の拠点の一つと位置づけ、老

人介護支援センターなどの関係機関とより密接な連携を図り、高齢

者等に対する支援を行います。 

・地域包括支援センター及び保健センターの出先機関を統廃合し、市

民により近いところで、幅広い行政サービスを提供できる総合セン

ター（仮称）への移転に合わせて、一層の相談支援体制の充実を図

ります。 

 

 

 

  



56 

 

 

③ 福祉サービスの評価制度の普及促進 

提供される福祉サービスについて、公正・中立な第三者機関により、客観的な評価を

行い、その結果を公表することは、利用者がサービスを選択する上で非常に有益な情報

となります。 

そのため、福祉サービスの第三者評価事業により、保健・医療・福祉に携わる職員の

資質の向上を促進するとともに、利用者の視点に立った評価を行い、福祉サービスの質

の向上につなげます。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・福祉サービスを利用するときには、情報入手に努め、優良なサービ

ス事業者の選択に努めます。 

・サービス事業者を選択するときに、サービス評価を積極的に活用し

ます。 

共助 

（事業者） 

・第三者評価の積極的な導入に努めます。 

・情報を必要としている人を考慮し、自主的に情報提供に努めます。 

・サービス事業者各々の内部研修はもとより、職能団体における研修

の充実に努めます。 

公助 

（行政） 

・サービス事業者に第三者評価事業の導入を促進します。 

・第三者評価結果について、周知・情報提供に努めます。 

・関係機関と連携し、研修会を実施します。 
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④ 社会福祉施設等の適正な運営 

質の高い安定した福祉サービスを提供するため、社会福祉施設に対し、相談や指導監

督を行います。 

また、地域にある社会福祉施設は、利用者へのサービス提供主体としてだけではなく、

施設の持つ専門知識や技術、さらには施設そのものを地域全体として活用できる大きな

資源と考えられることから、「地域福祉の拠点」としての機能を十分発揮できる仕組み

づくりを推進します。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・社会福祉施設の役割を理解し、施設が実施する交流事業やボランテ

ィア活動などに積極的に参加します。 

共助 

（地域） 

・社会福祉施設と連携し、地域交流事業や福祉活動を実施するととも

に、地域住民に広く周知し、参加を呼びかけます。 

（事業者） 

・地域交流事業に積極的に参加し、または開催します。 

・施設を福祉教育やボランティア活動の場に提供し、地域や学校等と

の交流を推進します。 

・社会福祉施設の持つ専門的知識・ノウハウを生かし、生活訓練や相

談支援などの地域生活支援を推進します。 

・災害時の避難誘導や福祉避難所の開設について、地域と連携・協力

体制を構築します。 

公助 

（行政） 

・地域の幅広い市民が参加できる社会福祉施設の地域交流事業を支援

します。 

・社会福祉施設を災害時における福祉避難所として活用できるよう協

力を呼びかけます。 

・社会福祉施設の改修整備を進めるとともに、適正な配置を検討する

など、効率的な運営に努めます。 
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⑤ 福祉サービス利用者の権利擁護 

福祉サービスの利用者が、サービス利用において問題が生じた場合に、事業者との関

係で弱い立場に立つことのないよう、対等の立場で苦情・要望が言える環境整備と、公

正な苦情解決への対応に努めます。 

また、認知症高齢者など判断能力が十分でない方の金銭管理や福祉サービスの利用援

助を行うことを目的とした日常生活自立支援事業（高松市社会福祉協議会）や成年後見

制度の普及および利用促進を図ります。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・福祉サービスの利用者が、事業者とは対等な立場での契約であると

いう認識を持ち、情報収集に努めます。 

・日常生活自立支援事業、成年後見制度について理解を深めます。 

・地域における権利擁護の担い手として、権利擁護の取り組みに参

加・協力します。 

共助 

（地域・事業

者・高松市社会

福祉協議会） 

・苦情相談窓口および第三者委員を設置し、苦情の適正な解決に努め

ます。 

・福祉サービスの利用者に、苦情解決制度について周知します。 

・日常生活自立支援事業、成年後見制度について理解を深めるととも

に、利用を促進します。 

・成年後見制度における法人後見活動を支援するために、実施団体に

対する研修、安定的な実施のための組織体制の構築、専門職による

支援体制の構築などを行います。 

公助 

（行政） 

・福祉サービスの利用者に苦情解決制度について周知します。 

・苦情・要望等への対応に差異が生じないよう、情報の共有化を推進

します。 

・苦情からサービスの改善につながる仕組みづくりに努めます。 

・日常生活自立支援事業、成年後見制度について周知を図り、利用を

促進します。 
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３－２  支え合いの基盤づくり 

 

地域における多様なニーズに対応し、地域福祉を推進するためには、行政がその支援を

行うことはもとより、社会福祉協議会を始めとする福祉活動団体やＮＰＯなど様々な団体

の機能が重要な資源になります。 

そこで、地域福祉の担い手となるこれら各種団体と行政が連携・協働することにより、

地域福祉活動がさらに発展するよう、福祉を支える基盤づくりを図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

現状と課題 

 

➤生活圏域レベルで医療介護の連携、また高齢者のみならず、すべての福祉に携わる方とのネ

ットワークが必要だと思う。（ＮＰＯ法人） 

➤災害時に、地域と連携、協力体制をとっておくことは必要だと思う。行政がとりまとめて地

域と施設（高齢者、障がい者、児童）の連携体制を作る橋渡しをしていただけたらと思う。 

➤地域福祉の推進には社協は欠かせないが、高松市には高齢者福祉活動を先駆的に展開してい

るＮＰＯ団体もあり、協働は不可欠だと思う。（社会福祉施設） 

➤地域にある他団体との連携を希望しているので、紹介、地域のマップ等があればといいと思

う。（社会福祉施設） 

➤シングルマザーや貧困家庭の子どもの不登校、食事を満足にできない子どもなど、見えない

部分をどう地域・行政が支えていくのか。ＮＰＯ団体として関われる部分があれば教えてほ

しい。（社会福祉施設） 

市民の声（市民意識調査より） 
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① 各種団体と行政との協働推進 

市民の柔軟な発想を生かしながら地域における多様な生活課題に適切に対応するため、

「高松市自治基本条例」及び「高松市自治と協働の基本指針」に基づき、各種団体と行

政が、互いを理解した対等のパートナーとして、それぞれの責任と社会的役割を踏まえ、

共通の目的達成のために共に取り組む、協働によるまちづくりを推進します。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 

・行政との協働や地域での各種団体間の連携について理解し、積極的

に参加・協力します。 

共助 

（地域・事業

者・高松市社会

福祉協議会） 

・行政との協働や各種団体間の連携による地域福祉活動に取り組み、

住民へ情報を提供します。 

公助 

（行政） 

・地域における様々な団体と連携・協働して、行政サービスでは対応

できない多様なニーズに対して支援できる仕組みづくりを構築しま

す。 

 

  

施策の方向 
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② 高松市社会福祉協議会との連携 

地域包括ケアシステムの構築を図る中で、地域福祉推進の中心的団体である高松市社

会福祉協議会との連携をより強化するとともに、同協議会が策定している「地域福祉活

動計画」と本計画との整合を図りながら、同計画に基づく事業を支援することにより、

本市の地域福祉を着実に推進します。 

 

区 分 取り組み内容 

自助 

（市民） 
・社会福祉協議会への理解を深め、その活動に積極的に参加します。 

共助 

（地域・事業

者・高松市社会

福祉協議会） 

・地域福祉活動計画に基づく事業を推進するとともに、その活動資金

として、財源の確保に努めます。 

公助 

（行政） 

・地域福祉活動を推進するため、社会福祉協議会の事業を支援しま

す。 

・本計画と地域福祉活動計画の連携強化を図ります。 
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１ 地域福祉計画策定のためのアンケート調査結果 

（１）調査概要 

① 調査方法  郵送配布－郵送回収 

② 調査期間  平成２７年６月１日～６月１５日 

③ 調査対象者及び回収状況 

調査種別 調査対象者 標本数 回収数 回収率 

市民意識調査 平成２７年４月１日現在で満 15 歳

以上の高松市民（外国人登録者含

む）から無作為抽出した人 

2,000 人 865人 43.3% 

社会福祉施設アンケート 高松市が指導監査対象として所管

している施設 
85 施設 59 施設 69.4% 

ＮＰＯ法人アンケート 平成２７年４月１日現在で特定非

営利活動促進法に基づき法人登記

を行った団体のうち、保健・医療

又は福祉の増進を図る活動を目的

としている団体 

109団体 55 団体 50.5% 

 

④ 留意点 

ア グラフ中の「Ｎ（Number of case の略）」はその質問の該当者数を表しており、回

答率（％）は、そのＮを基数として算出した。 

イ 集計結果はすべて、小数点以下第 2 位を四捨五入しており、比率の数値の合計が

100.0％ちょうどにならない場合がある。 

ウ 複数回答の設問はすべての比率を合計すると 100.0％を超えることがある。 

 

  

参 考 資 料 
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（２）市民意識調査結果 

《回答者の属性》 

問１ 性別 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 年齢 ※平成２７年４月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 同居の家族構成 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

男性

43.1%
女性

56.0%

不明・無回答

0.9%

（N=865）

２０歳未満

3.6%

２０代

5.7%

３０代

11.6%

４０代

14.0%

５０代

14.1%

６０代

20.8%

７０代

18.5%

８０歳以上

11.4%

不明・無回答

0.3%

（N=865）

夫婦のみ

27.4%

二世代（親と子）

45.4%

三世代

（親子と孫）

9.2%

一人暮らし

14.5%

その他

2.9%

不明・無回答

0.6%

（N=865）
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問４ 職業 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 居住地区 ※平成２７年４月１日現在 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

東ブロック：木太、屋島、古高松、前田、川添、林、牟礼、庵治 

西ブロック：弦打、鬼無、香西、下笠居、国分寺 

南ブロック：三谷、仏生山、多肥、川島、十河、東植田、西植田、塩江、香川、香南 

北ブロック：松島、花園、築地、新塩屋町、四番丁、二番丁、日新、亀阜、栗林、女木、男木 

中央ブロック：鶴尾、太田、太田南、一宮、川岡、円座、檀紙 

 

＊上記の地域区分は「高松市コミュニティ協議会連合会規約」において、コミュニティ・ブロックと

して区分されたものです。 

 

  

お勤め

（会社員・公務

員等）

27.1%

自営業

8.6%

農林水産業

1.7%

学生

3.6%

パート（フリーアル

バイター含む）

12.4%

無職

43.4%

その他

2.3%

不明・無回答

1.0%

（N=865）

東ブロック

29.9%

西ブロック

12.9%
南ブロック

19.3%

北ブロック

19.9%

中央ブロック

16.5%

不明・無回答

1.4%

（N=865）
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問６ 現在居住している地域での居住期間についておたずねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問７ 現在のあなたの健康状態についておたずねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

２０年以上

53.2%

１０～１９年

19.9%

５～９年

11.6%

３～４年

7.3%

２年以下

7.7%
不明・無回答

0.3%

（N=865）

健康である

35.8%

普通（日常の活

動に支障はない）

39.5%

心身に疲労を

感じている

8.9%

病気がちである

4.3%

療養中

（入院・通院）

11.1%

不明・無回答

0.3%

（N=865）
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《日常生活の不安について》 

問８－１ 日常生活で不安に感じていることはどのようなことですか。（○は２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８－２ 問８‐１の悩みや困りごとを誰に相談しますか。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

40.6%

9.7%

17.3%

6.4%

28.3%

40.9%

7.2%

11.2%

1.0%

1.2%

44.2%

8.9%

10.7%

6.9%

31.3%

39.7%

10.2%

11.0%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自分や家族の健康のこと

子育てのこと

家族の介護のこと

人間関係

収入・家計など経済的なこと

自分の老後のこと

進学・就職・結婚など生活上のこと

特に不安は感じていない

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）

72.9%

37.2%

3.4%

3.6%

0.8%

1.4%

5.5%

5.1%

1.0%

1.8%

11.6%

9.0%

20.5%

2.5%

4.0%

74.6%

38.4%

3.6%

3.3%

2.1%

1.1%

5.3%

4.3%

1.3%

2.0%

11.8%

7.5%

23.3%

2.4%

0% 20% 40% 60% 80%

家族・親戚

友人

近所の人や自治会の役員

市役所や児童相談所などの行政機関

民生委員児童委員・人権擁護委員など

社会福祉協議会

老人介護支援センター

ホームヘルパーや保健師などの福祉専門職

弁護士や税理士などの専門家

学校や幼稚園・保育所

医師やカウンセラー

相談できる人がいない

自分で解決したい

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）
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《行政が行っている福祉サービス》 

問９－１ 現在、行政が行っている福祉サービスの水準について、あなたのお考えに近い

ものを選んでください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「３ 充実していない部分がある」「４ 充実していない」とお答えの方におたずねします。 

問９－２ どの分野の福祉サービスが充実していないとお考えですか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

3.9%

3.9%

28.7%

36.3%

17.6%

42.7%

6.8%

13.2%

42.3% 0.7%

3.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

充実している ある程度充実している

充実していない部分がある 充実していない

わからない 不明・無回答

＊前回（Ｈ21）では「わからない」の選択肢は無

23.7%

52.6%

25.1%

38.9%

11.8%

1.9%

0.5%

21.0%

56.1%

27.5%

34.4%

17.3%

3.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

障がい者に対する福祉

高齢者に対する福祉

ひとり親家庭、児童福祉、子育て支援

低所得者に対する福祉

全ての分野

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=211） 前回（Ｈ21、N=713）
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問９－３ 行政が行う福祉サービスのあり方は、これからどうあるべきとお考えですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 10 福祉サービスを充実させていく上で、行政と市民の関係はどうあるべきとお考えで

すか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

8.1%

10.2%

69.4%

77.3%

9.8%

5.1%

5.4%

2.7%

2.8%

2.0%

4.5%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

福祉サービスはますます必要であるので、税金等の個人負担が増えても内容を

充実させるべきである
福祉サービスはますます必要であるが、個人負担が増えないよう国や自治体が

他の分野で使っている財源を福祉に振り分けて充実させるべきである
福祉サービスの水準は現行のままでよい

福祉サービスの水準を下げても税金等の負担を減らすべきである

その他

不明・無回答

5.2%

4.2%

14.8%

16.2%

55.6%

58.6%

20.5%

17.1%

1.7%

1.3%

2.2%

2.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

福祉サービスの提供は行政の責務であるため、市民が協力する必要はない

行政の福祉サービスが届かない部分については、市民が協力すべきである

行政と市民が協力しあって共に取り組むべきである

家族、地域の助け合いを基本としながら、足りない部分を行政が支援すべきである

その他

不明・無回答
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問 11 健康・福祉に関する情報をどこから得ていますか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 12 あなたの住んでいる地域にはどのような福祉の問題や課題があると感じています

か。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

64.2%

4.9%

22.3%

58.3%

20.8%

19.3%

5.1%

3.0%

1.8%

2.9%

65.3%

4.4%

25.8%

64.9%

15.3%

24.5%

6.6%

2.8%

2.0%

0% 20% 40% 60% 80%

「広報たかまつ」などの広報紙

地域包括支援センターなどの行政窓口

自治会の回覧板

新聞・テレビ・ラジオなど

インターネット

近所の人・知人・親戚など

社会福祉協議会などの福祉関係機関

民生委員・児童委員などの福祉関係者

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）

36.2%

5.7%

25.2%

14.2%

26.0%

11.2%

7.1%

38.3%

2.5%

6.1%

2.0%

1.3%

2.8%

4.0%

12.1%

38.4%

5.6%

24.8%

20.0%

27.1%

15.3%

5.7%

38.6%

4.9%

6.0%

2.4%

2.1%

4.1%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

地域でのつきあいや連帯の不足

地域でのつきあいや連帯が強すぎる

（わずらわしい）負担感

災害時要援護者の支援の問題

（災害時における地域での助け合い）

ボランティアや生きがいづくり活動の場の不足

世代間交流の不足

子どもや子育ての問題

ひとり親家庭の問題

ひとり暮らし高齢者などの問題

消費者被害の問題

障がいのある人（子ども）の問題

虐待・ＤＶ（家庭内暴力）の問題

自殺の問題

生活困窮者・ホームレスの問題

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）
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《自治会への加入について》 

問 13－１ 現在、あなたの世帯は自治会に加入していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「２ いいえ」とお答えの方におたずねします。 

問 13－２ 加入していない最も大きな理由は何ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

75.8%

82.3%

23.2%

16.6%

0.9%

1.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

はい いいえ 不明・無回答

7.0%

1.9%

11.4%

9.0%

7.0%

11.3%

11.9%

8.0%

27.9%

34.9%

32.8%

34.9%

2.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=201）

前回（Ｈ21、N=212）

会費、負担金が高いから 役員や当番が回ってくるから

活動内容がわからないから 加入するメリットがないから

特に理由はない その他

不明・無回答
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《近所付き合いについて》 

問 14－１ 普段、ご近所の人とはどの程度付き合いをしていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14－２ ご近所の人との付き合いはどうあるべきとお考えですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

2.1%

3.1%

10.3%

12.6%

19.9%

21.9%

58.3%

55.1%

8.2%

5.8%

0.6%

0.5%

0.7%

0.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

家族同然の付き合いをしている人がいる 困ったときに相談したり助けあえる親しい人がいる

立ち話をしたり家を訪問しあう人がいる 顔をあわせたときに挨拶をする程度である

ほとんど付き合いはない その他

不明・無回答

0.8%

1.3%

56.8%

63.2%

12.5%

11.9%

26.6%

20.5%

1.2%

0.7%

1.2%

0.6%

1.0%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

家族同然に付き合うべき

困ったときに相談したり、災害時や緊急時には支援するなど、助け合うべき

立ち話をしたり家を訪問できればよい

顔をあわせたときに挨拶をする程度でよい

付き合わなくてもよい

その他

不明・無回答
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問 15 もし、あなたが介護を必要とするなど日常生活で不自由になったとき、近所の人に

手伝ってほしいことは何ですか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 16 逆に、近くに困っている世帯があったとき、あなたが手伝うことができると思うこ

とは何ですか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

23.7%

57.2%

20.7%

9.9%

25.2%

13.6%

12.5%

2.2%

18.0%

2.5%

33.4%

64.1%

23.5%

12.2%

34.2%

16.6%

13.8%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80%

日常の話し相手

安否確認の声かけ

毎日のゴミ出し

庭の草取りや水やり

ちょっとした買い物

病院への送迎、付き添い

食事の手助け（差し入れなど）

その他

特にない

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）

35.7%

69.9%

23.8%

14.0%

36.5%

9.9%

10.1%

1.5%

11.2%

2.0%

32.4%

66.2%

36.0%

20.5%

38.2%

18.7%

11.0%

5.9%

0% 20% 40% 60% 80%

日常の話し相手

安否確認の声かけ

毎日のゴミ出し

庭の草取りや水やり

ちょっとした買い物

病院への送迎、付き添い

食事の手助け（差し入れなど）

その他

特にない

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）
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《災害時の対応について》 

問 17－１ 地震や火災などの災害時に住民同士が協力し合えるためには、どのようなこと

が必要だと思いますか。（○は２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 17－２ あなたが災害時などに地域の人から手助けしてもらう場合に備えて、どのよう

な情報を地域の人に知らせてもよいとお考えですか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.1%

35.7%

31.2%

17.5%

26.5%

1.4%

6.5%

4.5%

0% 10% 20% 30% 40%

要援護者それぞれの支援計画を

地域のみんなで考える

地域での自主防災組織づくり

地域での定期的な防災訓練

地域での勉強会

福祉サービス事業者や行政との連携

その他

特にない

不明・無回答

（N=865）

78.0%

36.8%

69.0%

48.3%

32.9%

13.8%

0.7%

4.7%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

名前

生年月日

連絡先（電話番号）

家族や親せきの連絡先

病気（通院）や障がいの状況

福祉サービスの利用状況

その他

何も知られたくない

不明・無回答

（N=865）
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問 17－３ 問 17－２の情報を、どの範囲までなら知らせてもよいと考えますか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

64.3%

51.8%

43.8%

28.2%

22.8%

1.4%

3.1%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80%

友人・知人

近所の人

自治会

民生委員・児童委員

社会福祉協議会

その他

誰にも知られたくない

不明・無回答

（N=865）
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《地域活動について》 

問 18－１ あなたは、自治会などお住まいの地域組織の活動に参加していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「１ 参加している」とお答えの方におたずねします。 

問 18－２ どのような活動に参加していますか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

51.8%

51.2%

16.5%

18.3%

30.9%

28.6%

0.8%

1.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

参加している 以前参加していた 参加したことがない 不明・無回答

75.2%

51.1%

17.9%

3.3%

38.6%

18.5%

16.5%

1.6%

0.4%

79.2%

58.5%

16.7%

5.1%

42.6%

15.2%

17.9%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治会の活動

環境美化活動

ＰＴＡ・子ども会の活動

老人給食や施設慰問などの福祉活動

地元のお祭りや運動会

防犯・防災活動

公民館行事や趣味のサークル活動

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=448） 前回（Ｈ21、N=653）



76 

 

「１ 参加している」とお答えの方におたずねします。 

問 18－３ どのような目的で活動していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「２ 以前参加していた」「３ 参加したことがない」とお答えの方におたずねします。 

問 18－４ 現在参加していない理由、または参加する上で支障となっていることは何です

か。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

11.4%

10.3%

15.2%

19.4%

15.2%

17.3%

34.4%

36.1%

17.6%

18.5%

5.4%

4.3%

0.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=448）

前回（Ｈ21、N=653）

自分の能力や技能を地域に役立てたいから

仲間が増えるから

余暇時間が有効に活用できるから （健康や生きがいづくりのため）

役回りなのでしかたがないから

ご近所の手前、参加しない訳にいかないから

その他

不明・無回答

34.4%

8.8%

12.4%

14.6%

23.7%

13.4%

18.5%

9.0%

38.6%

11.7%

11.4%

11.9%

17.2%

13.5%

20.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

仕事や家事に忙しく、時間がないから

転居したから

人間関係がわずらわしいから

参加する方法が分からないから

自治会に加入していないから

興味がないから

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=410） 前回（Ｈ21、N=598）
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《ボランティア活動について》 

問 19－１ 現在、ボランティア活動に参加していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

「１ 参加している」「２ 以前参加していた」とお答えの方におたずねします。 

問 19－２ あなたはどの分野のボランティア活動の経験がありますか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

13.2%

9.5%

14.2%

15.8%

69.7%

70.1%

2.9%

4.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=865）

前回（Ｈ21、N=1,275）

参加している 以前参加していた 参加したことがない 不明・無回答

22.4%

7.2%

26.2%

21.5%

29.5%

13.9%

20.7%

3.4%

4.6%

2.1%

27.8%

0.8%

0.4%

0.4%

1.3%

0.8%

2.5%

5.5%

26.7%

7.1%

20.5%

23.9%

25.5%

16.1%

19.6%

5.6%

6.5%

3.7%

30.4%

1.2%

0.6%

2.5%

1.9%

2.2%

5.9%

0% 10% 20% 30% 40%

保健、医療または福祉の増進を図る活動

社会教育の推進を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

学術、文化、芸術またはスポーツの

振興を図る活動

環境の保全を図る活動

災害救助活動

地域安全活動

人権の擁護または平和の推進を図る活動

国際協力の活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

情報化社会の発展を図る活動

科学技術の振興を図る活動

経済活動の活性化を図る活動

職業能力の開発または雇用機会の拡充を支

援する活動

消費者の保護を図る活動

以上に掲げる活動を行う団体の運営または

活動に関する連絡、助言または援助の活動

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=237） 前回（Ｈ21、N=322）
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「１ 参加している」「２ 以前参加していた」とお答えの方におたずねします。 

問 19－３ どのような理由から参加しましたか。（主な理由に○を２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「３ 参加したことがない」とお答えの方におたずねします。 

問 19－４ 今後、参加できる機会があればどの分野の活動に参加したいとお考えですか。 

  （○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

  

21.5%

24.1%

20.3%

48.9%

14.3%

9.7%

5.1%

23.9%

22.7%

18.6%

37.0%

11.5%

9.3%

0% 20% 40% 60%

自分の能力を活かせるから

仲間が増えるから

活動が楽しいから

社会に貢献できるから

周りの人がやっていたから

なんとなく

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=237） 前回（Ｈ21、N=322）

20.6%

3.5%

15.3%

18.2%

15.1%

21.1%

21.7%

1.2%

3.6%

1.0%

19.7%

3.2%

1.3%

2.5%

4.5%

3.6%

0.8%

21.6%

17.7%

5.6%

18.8%

18.8%

20.7%

16.3%

27.2%

2.5%

3.1%

1.6%

20.8%

2.8%

1.7%

3.0%

4.3%

5.7%

2.7%

0% 10% 20% 30%

保健、医療または福祉の増進を図る活動

社会教育の推進を図る活動

まちづくりの推進を図る活動

学術、文化、芸術またはスポーツの

振興を図る活動

環境の保全を図る活動

災害救助活動

地域安全活動

人権の擁護または平和の推進を図る活動

国際協力の活動

男女共同参画社会の形成の促進を図る活動

子どもの健全育成を図る活動

情報化社会の発展を図る活動

科学技術の振興を図る活動

経済活動の活性化を図る活動

職業能力の開発または雇用機会の拡充を支

援する活動

消費者の保護を図る活動

以上に掲げる活動を行う団体の運営または

活動に関する連絡、助言または援助の活動

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=603） 前回（Ｈ21、N=894）
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問 20 どのような条件が整えばボランティア活動が継続していける、または今後参加でき

るとお考えですか。（○は２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

《社会福祉協議会などの活動について》 

問 21－１ あなたは、高松市社会福祉協議会を知っていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

57.6%

42.9%

7.9%

5.3%

7.9%

2.7%

8.7%

2.4%

16.8%

2.3%

1.5%

9.4%

55.4%

41.3%

9.3%

7.3%

7.6%

3.1%

8.2%

2.7%

19.4%

3.5%

2.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80%

時間的・経済的なゆとり

自分の健康

ボランティア情報の提供

家族の理解

子育て・介護など家族の条件

活動費の工面

活動に活かせる知識・技術の習得

活動中の事故等に対する保障

メンバー同士の良好な人間関係

活動に対する社会的評価（信用）の向上

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27、N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）

知っている

50.2%
知らない

44.7%

不明・無回答

5.1%

（N=865）



80 

 

問 21－２ 社会福祉協議会の活動で、今後どのような分野での役割を期待しますか。 

（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 21－３ あなたは、民生委員・児童委員をご存知ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

26.1%

9.1%

13.1%

24.9%

40.5%

14.6%

20.1%

11.4%

14.2%

4.7%

1.0%

0.6%

18.7%

4.0%

8.1%

0% 20% 40% 60%

地域福祉活動や住民参加を支援すること

ボランティアの育成に関すること

福祉教育や福祉活動に関すること

福祉に関する情報の発信

お年寄りの介護や見守りなどに関すること

障がいのある方の支援に関すること

子どもの育成に関すること

低所得者の支援に関すること

あらゆる相談に応じること

各種団体やサークル活動等との育成や連携を図ること

権利擁護に関すること

その他

社会福祉協議会の活動内容をよく知らない

特にない

不明・無回答

（N=865）

15.3%

24.5%

12.3%

41.6%

6.4%

民生委員・児童委員がどのような活動を行っているか知って

おり、自分の地区の担当民生委員・児童委員も知っている

民生委員・児童委員がどのような活動を行っているか知って

いるが、自分の地区の担当民生委員・児童委員は知らない

民生委員・児童委員がどのような活動を行っているか分から

ないが、自分の地区の担当民生委員・児童委員は知っている

民生委員・児童委員がどのような活動を行っているか分から

ないし、自分の地区の担当民生委員・児童委員を知らない

不明・無回答

（N=865）



81 

 

《今後の福祉のあり方について》 

問 22－１ 困ったときに助けあえるまちとは、どのようなまちだと思いますか。 

（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 22－２ 地域福祉を進める上で、今後高松市が限られた財源の中で、どの分野に優先的

に取り組むべきとお考えですか。（○は２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

  

47.2%

42.9%

24.2%

18.7%

6.8%

13.9%

3.0%

7.7%

8.8%

18.2%

4.9%

13.8%

0.6%

6.8%

4.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

困ったときにどんな問題でも相談できるところがある

困ったときの相談先や有償無償サービスなどの情報提供

が充実している

隣近所の交流や助け合いが活発である

自治会を中心に地域福祉活動が活発である

地域ごとにいろいろなボランティア活動が活発に行われ

ている

困っている人を助ける事業（ＮＰＯなど）がある

地域通貨やボランティア育成制度など、相互に助け合う

制度がある

熱心な地域リーダーがいて、福祉活動をリードしている

ボランティアグループ・団体や地域団体などの連絡・連

携が図られている

福祉活動の相談、調整・交流を担当する専門職員が充実

している

ボランティア活動への支援が充実している

学校教育や社会教育で福祉教育が充実している

その他

わからない

不明・無回答

（N=865）

30.6%

19.0%

3.2%

6.5%

30.4%

17.0%

8.3%

22.4%

11.0%

17.0%

1.3%

6.4%

34.8%

21.6%

4.2%

6.9%

27.0%

15.0%

9.1%

16.2%

11.3%

17.7%

1.6%

0% 10% 20% 30% 40%

在宅福祉サービスの充実

施設サービスの充実

ボランティア団体などＮＰＯへの支援

福祉教育の充実

健康づくり、保健医療サービスの充実

各種手当の充実

バリアフリーのまちづくり

気軽に相談できる人や場の確保

地域住民が気軽に集まれる場の整備

保育所・学童保育などの子育て支援

その他

不明・無回答

今回（Ｈ27）（N=865） 前回（Ｈ21、N=1,275）
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（３）社会福祉施設アンケート 

問１ 貴施設が実施している社会福祉事業についておたずねします。 

【経営する施設の根拠法】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 社会福祉法等に定めのない事業であって、社会福祉の向上のために実施している事

業等はありますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

16 

24 

30 

3 

1 

0 

1 

30

19

18

1

2

0

3

0 10 20 30 40 

社会福祉法関係

児童福祉法関係

老人福祉法関係

身体障害者福祉法関係

知的障害者福祉法関係

精神保健福祉法関係

その他

今回（H27、N=59） 前回（H21、N=59）

45.8%

30.5%

52.5%

61.0%

1.7%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（H27、N=59）

前回（H21、N=59）

ある ない 不明・無回答
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「１ ある」とお答えの方におたずねします。 

問２－１ その事業の対象者はどなたですか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「１ ある」とお答えの方におたずねします。 

問２－２ 主な事業内容をお書きください。 

 

・配食、給食サービス（８件） 

・高齢者の生活支援、介護予防教室（13 件） 

・異年齢交流事業（8 件） 

・地域交流事業（4 件） 

・母子生活支援、学童保育、育児相談など（6 件） 

・知的障がい者就労支援の協力 

・障がい児教育の為、学校への講師派遣 

・地域への巡回バス、買物バスの運行 

・地域コミュニティセンターの運営支援 

・認知症サポーター養成講座の実施 

 

  

3.7%

14.8%

3.7%

77.8%

37.0%

44.4%

7.4%

3.7%

11.1%

22.2%

0.0%

66.7%

50.0%

27.8%

0.0%

5.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

身体障がい者

知的障がい者

精神障がい者

お年寄り

児童（就学前）

児童・生徒（就学後）

経済的理由による生活困窮者

その他

今回（H27、N=27） 前回（H21、N=18）



84 

 

問３ 貴施設が実施している、他の社会福祉施設、学校、自治会等との地域交流事業につ

いておたずねします。（当てはまるもの全てに○） 

【地域交流事業の相手先について】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【地域交流事業の内容】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

54.2%

55.9%

33.9%

83.1%

74.6%

10.2%

49.2%

52.5%

40.7%

84.7%

83.1%

20.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

自治会

他の社会福祉施設等

（保育所、幼稚園等児童関係）

他の社会福祉施設等

（老人、障がい者関係）

地元の小・中学校、高校

地元住民

その他団体等

今回（H27、N=59） 前回（H21、N=59）

67.8%

66.1%

37.3%

37.3%

78.0%

16.9%

69.5%

61.0%

52.5%

39.0%

86.4%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

バザー、お祭り等の実施

バザー、お祭り等への参加

異年齢交流

相談の受付

ボランティア・職場見学等の受入れ

その他

今回（H27、N=59） 前回（H21、N=59）
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問４ 現在、貴施設が地域交流事業を実施するにあたって、重視していることは何です

か。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ これからの時代に、社会福祉施設に求められる地域交流について、重視していくべ

き事項は何だと思いますか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

84.7%

45.8%

47.5%

42.4%

22.0%

74.6%

20.3%

47.5%

50.8%

0.0%

1.7%

96.6%

47.5%

25.4%

45.8%

32.2%

88.1%

18.6%

42.4%

61.0%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者と地域の人たちのふれあい

地域の福祉意義・基盤の醸成

地域で暮らしている人の問題の解決

地域における施設の知名度の向上

苦情受付等による施設の問題の発見

地域住民との協力関係の構築

職員の問題解決能力等の向上

地域へのお礼

利用者の家族との信頼関係の構築

わからない

その他

今回（H27、N=59） 前回（H21、N=59）

72.9%

71.2%

67.8%

16.9%

18.6%

79.7%

22.0%

22.0%

39.0%

0.0%

0.0%

83.1%

55.9%

47.5%

20.3%

33.9%

88.1%

22.0%

33.9%

49.2%

0.0%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

利用者と地域の人たちのふれあい

地域の福祉意義・基盤の醸成

地域で暮らしている人の問題の解決

地域における施設の知名度の向上

苦情受付等による施設の問題の発見

地域住民との協力関係の構築

職員の問題解決能力等の向上

地域へのお礼

利用者の家族との信頼関係の構築

わからない

その他

今回（H27、N=59） 前回（H21、N=59）
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問６ 今後、施設で取り組みたいと考えている地域交流事業がありましたら、次の項目ご

とに自由にお書きください。 

【交流の相手が児童・生徒関係であるもの】 

・デイサービス利用者と小学生との交流（ミニ運動会） 

・高齢者との交流、体験学習、学校での福祉授業 

・児童の福祉学習の場の提供、介護施設の職場の現場体験 

・施設開放によるイベント、交流事業、認知症サポーター養成講座などの出前トーク 

・地域の児童、生徒達についての一時預かり（学童保育） 

・保育所での小学生と乳幼児の交流 

・障がい児が入園しやすい保育園づくり 

【交流の相手が老人関係であるもの】 

・地域ニーズへの貢献活動 

・敬老会への招待 

・高齢者施設の行事への参加、施設訪問、困り事への相談、支援 

・高齢者と乳幼児の交流、保育所でふれあう 

・地域の集まりに出向き、介護保険制度について説明する 

・配食サービス 

・介護予防への取り組みへの協力 

・ボランティア等の積極的な受け入れ 

【交流の相手が障がい者関係であるもの】 

・就労支援としての業務連携、保育所の活用など 

・介護と障がいの枠を超えた支援（施設作り等） 

・地域住民との交流の促進 

【その他】 

・出産予定の方の育児体験、祖父母の孫育て研修 

・生活困窮者の就労支援、自立支援 

・施設の地域交流スペースでの活動 

・制度の谷間の対象者支援 

・災害時の避難場所としての役割の強化 

 

問７ 貴施設の施設・事業の情報提供の方法はどのようなものですか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

  

89.8%

88.1%

6.8%

42.4%

1.7%

89.8%

69.5%

6.8%

27.1%

1.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

パンフレットやチラシ、施設の広報誌

ホームページ

新聞、テレビ、ラジオなど

自治会の回覧板や

民生委員・児童委員へのお知らせ

その他

今回（Ｈ27、N=59） 前回（Ｈ21、N=59）
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問８－１ 現在、福祉に関する相談を実施していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「１ 実施している」とお答えの方におたずねします。 

問８－２ 福祉に関する相談の利用者はどなたですか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「１ 実施している」とお答えの方におたずねします。 

問８－３ 相談内容はどのようなものが多いですか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

  

83.1%

93.2%

13.6%

6.8%

1.7%

0.0%

1.7%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=59）

前回（Ｈ21、N=59）

実施している 実施していない 今後実施予定 不明・無回答

67.3%

89.8%

87.8%

51.0%

22.4%

36.7%

72.9%

84.7%

78.0%

33.9%

22.0%

39.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

施設利用者

施設利用者の家族

施設利用希望者

地域の民生委員・児童委員

他の社会福祉施設・団体

その他一般の人

今回（Ｈ27、N=49） 前回（Ｈ21、N=55）

85.7%

83.7%

87.8%

79.6%

26.5%

38.8%

2.0%

76.3%

69.5%

76.3%

67.8%

20.3%

35.6%

5.1%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

サービス利用のための手続き・費用

サービスの内容

利用者（または利用希望者）

の抱えている問題

利用者（または利用希望者）

の家族が抱えている問題

利用者以外の人が抱えている問題

福祉制度全般の問い合わせ

その他

今回（Ｈ27、N=49） 前回（Ｈ21、N=55）



88 

 

問９－１ 福祉に関する相談や利用申し込みを受けた際に、施設では対応が困難であった

場合、他の社会福祉施設、団体や行政の窓口を紹介する等の対応についておたず

ねします。他の社会福祉施設・団体や行政の窓口への紹介は実施していますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「１ 実施している」とお答えの方におたずねします。 

問９－２ 紹介先の施設・団体等の種類はどのようなところですか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

91.5%

88.1%

8.5%

6.8%

0.0%

1.7%

0.0%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=59）

前回（Ｈ21、N=59）

実施している 実施していない 今後実施予定 不明・無回答

88.9%

25.9%

53.7%

20.4%

35.2%

29.6%

11.1%

5.6%

69.5%

22.0%

40.7%

23.7%

18.6%

33.9%

5.1%

8.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政窓口

児童関係施設

老人関係施設

障がい者関係施設

社会福祉協議会

児童相談所、女性センター

ボランティア団体等

その他

今回（Ｈ27、N=54） 前回（Ｈ21、N=52）
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「１ 実施している」とお答えの方におたずねします。 

問９－３ どのような理由で紹介しましたか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 10 その他、他の社会福祉施設・団体と連携して事業を行っている事例がありましたら

自由にお書きください。 

・自治会との交流（福祉制度説明、介護予防教室、災害についての話し合い） 

・認知症ドキュメンタリー映画の上映会の開催。認知症ケアの相談、説明、勉強会等の啓発活動 

・香川県社協、おもいやりネットワークへの参画 

・経営、運営、職員教育等についての事例の研究 

・地区民生委員が行う地域サロン活動への協働 

・地域包括支援センターを通しての後見人制度の活用 

・地域の小学校や大学を通しての認知症サポーター養成講座の実施 

・子ども虐待防止ネットワークかがわが行っている訪問型子育て支援事業に参加 

 

問 11 現在の社会福祉制度では対応困難な問題を抱えている人の事例に直面したことがあ

りますか。 

 

 

 

 

 

 

  

79.6%

57.4%

61.1%

48.1%

0.0%

55.9%

55.9%

52.5%

33.9%

0.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

行政等サービスの利用案内

施設が満員の場合の入所先として

施設が行っていないサービス希望

専門家に相談

その他

今回（Ｈ27、N=54） 前回（Ｈ21、N=52）

42.4%

44.1%

50.8%

42.4%

6.8%

13.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（Ｈ27、N=59）

前回（Ｈ21、N=59）

直面したことがある 直面したことがない 不明・無回答
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問 12 貴施設の周辺地域にはどのような福祉の問題や課題があると感じていますか。 

 （当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 今後、地域福祉を推進するために必要な施策は何だと思いますか。 

  （近いものに○を３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

57.6%

1.7%

42.4%

35.6%

33.9%

27.1%

30.5%

64.4%

15.3%

25.4%

20.3%

3.4%

23.7%

1.7%

44.1%

0.0%

33.9%

39.0%

28.8%

18.6%

10.2%

45.8%

8.5%

20.3%

10.2%

1.7%

11.9%

0.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

地域でのつきあいや連帯の不足

地域でのつきあいや連帯が強すぎる

（わずらわしい）負担感

災害時要援護者の支援の問題

（災害時における地域での助け合い）

ボランティアや生きがいづくり活動の場の不足

世代間交流の不足

子どもや子育ての問題

ひとり親家庭の問題

ひとり暮らし高齢者などの問題

消費者被害の問題

障がいのある人（子ども）の問題

虐待・ＤＶ（家庭内暴力）の問題

自殺の問題

生活困窮者・ホームレスの問題

その他

今回（Ｈ27、N=59） 前回（Ｈ21、N=59）

49.2%

13.6%

11.9%

6.8%

13.6%

44.1%

16.9%

16.9%

1.7%

0.0%

25.4%

45.8%

13.6%

11.9%

59.3%

16.9%

11.9%

3.4%

22.0%

28.8%

15.3%

20.3%

0.0%

3.4%

27.1%

49.2%

6.8%

3.4%

0% 20% 40% 60% 80%

住民の地域福祉意識の醸成

ボランティア団体の育成

介護・子育て等福祉に関する研修会の開催

社会福祉施設等の広報

福祉に関する相談窓口の設置

地域福祉活動の拠点整備

在宅サービス事業の充実

社会福祉施設の増設

苦情解決制度の活発化

第三者評価制度の導入

法令等に定めのないサービスへの補助

地域福祉を行う団体や行政が連携して、問題を抱えてい

る人に対応できる制度の整備

地域住民の福祉に対する要望を仲介する制度の整備

その他

今回（Ｈ27、N=59） 前回（Ｈ21、N=59）
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問 14－１ 貴施設では、災害時などの避難マニュアルや避難誘導体制が整備されています

か。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 14－２ 貴施設では、災害時などの避難誘導に際して、地域などとの連携・協力体制が

できていますか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15 貴施設が、地域福祉を推進していくうえで、市や市社協に期待することは何です

か。（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

  

避難マニュアルや

避難誘導体制を

整備しており、防

災訓練も実施して

いる

98.3%

避難マニュアルや

避難誘導体制を

整備しているが、

防災訓練はできて

いない

1.7%

いずれもできてい

ない

0.0%

その他, 0.0%

（N=59）

避難誘導や避難所

開設などに関し

て、地域と連携・

協力体制ができて

いる

28.8%

避難誘導や避難所

開設などに関し

て、地域と話し合っ

ている

40.7%

できていない

23.7%

その他

6.8%

（N=59）

52.5%

39.0%

55.9%

11.9%

11.9%

28.8%

27.1%

6.8%

13.6%

5.1%

1.7%

0% 20% 40% 60%

情報提供の充実

情報交流できる場づくり

気軽に応じられる相談体制の充実

啓発活動の充実

リーダーの養成

他の団体との交流機会の確保

活動するための場づくり

研修会の開催

運営支援をする人の派遣

その他

不明・無回答

（N=59）
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（４）ＮＰＯ法人アンケート 

問１ 貴団体の設立経緯についておたずねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問２ 平均的な活動人員数は何人ですか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問３ 活動メンバーのおおよその平均年齢はどれくらいですか。 

 

 

 

 

 

 

 

  

行政や社会福祉

協議会からの

呼びかけ

5.5%
自治会、子ども

会、ＰＴＡなど地域

活動からの発展

12.7%

趣味仲間の発案、

サークルからの

発展

9.1%

県内または複数の

都道府県に事務所

を設置している

団体の支部

3.6%

個人の発議

により設立

45.5%

その他

20.0%

不明・無回答

3.6%

（N=55）

５人以下

14.5%

６～１０人

18.2%

１１～２０人

34.5%

２１～３０人

7.3%

３１～５０人

9.1%

５１～１００人

1.8%

１０１人以上

10.9%

不明・無回答

3.6%

（N=55）

３０歳未満

3.6%

３０代

10.9%

４０代

32.7%５０代

32.7%

６０代

16.4%

７０歳以上

1.8%

不明・無回答

1.8%

（N=55）
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問４ 貴団体の活動エリアについておたずねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問５ 貴団体の活動資金についておたずねします。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問６ 貴団体が活動に取り組む意義は何ですか。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

小学校区

1.8% 中学校区

3.6%

高松市の一部

（中学校区

以上）

5.5%

高松市内

38.2%

高松市および

周辺の市町

25.5%

香川県内

20.0%

日本国内

1.8%

不明・無回答

3.6%

（N=55）

＊「隣近所、自治会の範囲」

「四国内」、「国内および海外」は0.0％

63.6%

16.4%

16.4%

32.7%

41.8%

14.5%

36.4%

3.6%

0% 20% 40% 60% 80%

会費

会費以外の個人負担

バザー・催し物の事業収入

寄付金

行政、財団等からの助成金

借入金

その他

不明・無回答

（N=55）

45.5%

30.9%

81.8%

29.1%

20.0%

41.8%

14.5%

14.5%

1.8%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

人との出会いが生まれ、新たな仲間や

友人が得られるから

自分の能力を活かすことができるから

社会に貢献できるから

活動先から感謝されるとうれしいから

自分または所属団体の社会的な

評価が向上するから

活動をやめると困る人がいるから

余暇時間の有効活用が図れるから

その他

不明・無回答

（N=55）
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問７ 貴団体が活動を進める上で重視していることは何ですか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問８ 貴団体では、活動のＰＲや会員の募集などをどのような方法で行っていますか。 

     （当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

43.6%

32.7%

52.7%

38.2%

54.5%

1.8%

27.3%

5.5%

7.3%

0% 20% 40% 60%

団体の存在や活動内容をＰＲすること

開催する催し物への参加者を増やすこと

新規メンバーを獲得し、活動を

広げていくこと

メンバーへの研修の機会を設け、人材育成に努

めること

活動対象者や活動先におけるニーズを

把握すること

法人格の取得を目指すこと

他のＮＰＯなどの活動主体と交流を

深めること

その他

不明・無回答

（N=55）

38.2%

45.5%

27.3%

45.5%

9.1%

0.0%

14.5%

9.1%

12.7%

10.9%

30.9%

3.6%

7.3%

1.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50%

会報

会員一人ひとりの紹介

講演会や研修会など主催するイベント

開設しているホームページ、メール

市の広報紙、ホームページ

社協の広報紙、ホームページ

市民活動センター

ボランティアセンター

公共施設や店での張り紙、ポスター

新聞やミニコミ紙、テレビ（ＣＡＴＶ) 、ラジオ

関連団体への依頼

その他

行っていない

不明・無回答

（N=55）
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問９ 他の活動主体（行政、社会福祉施設、ＮＰＯ等）との協働について現在の状況と今

後の意向をお聞かせください。 

【現在の状況】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【今後の意向】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

21.8%

31.3%

36.4%

32.8%

21.8%

17.2%

16.4%

17.2%

3.6%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（H27、N=55）

前回（H21、N=64）

常に他の活動主体とネットワークを形成して活動している

定期的に情報交換し、必要なときに協力できる活動主体がある

不定期に連絡をとる活動主体がある

他の活動主体との連携・協働は行っていない

不明・無回答

54.5%

56.3%

36.4%

31.3%

3.6%

10.9%

5.5%

1.6%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（H27、N=55）

前回（H21、N=64）

互いの得意分野を活かして、協働を積極的に図っていきたい

条件が整えば、他の活動主体との協働を検討したい

他の活動主体との協働は考えていない

不明・無回答
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問 10 活動する上で問題に感じていることはどんなことですか。（○は３つまで）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 11 今後、地域福祉を推進するには、どのような環境整備が必要だとお考えですか。 

            （○は２つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

38.2%

41.8%

5.5%

21.8%

3.6%

56.4%

5.5%

0.0%

5.5%

9.1%

7.3%

1.8%

12.7%

3.6%

7.3%

29.7%

37.5%

9.4%

10.9%

9.4%

60.9%

7.8%

3.1%

0.0%

9.4%

6.3%

3.1%

12.5%

7.8%

0% 20% 40% 60% 80%

仕事や生活上の都合からメンバーの

活動時間が十分とれない

新規のメンバーの加入が少なく、活動が広がらない

リーダーの不在

専門的知識の不足

メンバー同士の人間関係

活動資金の不足

打ち合わせ場所や資材置き場の確保

事故が発生したときの保障

活動の依頼が多すぎる

活動がマンネリ化し、今後の展望が見えない

活動や所属団体に対する社会的な信用・評価が低い

活動する上で必要な情報が入手できない

活動のＰＲの場がない

その他

不明・無回答

今回（H27、N=55） 前回（H21、N=64）

32.7%

18.2%

12.7%

5.5%

29.1%

25.5%

10.9%

10.9%

12.7%

12.7%

3.6%

3.6%

32.8%

14.1%

4.7%

20.3%

26.6%

37.5%

4.7%

3.1%

7.8%

21.9%

4.7%

0% 10% 20% 30% 40%

住民の地域福祉意識の醸成

早い時期からの福祉教育の充実

地域福祉活動の拠点整備

ボランティアの育成

活動のリーダーやコーディネーターとなる人材の育成

地域福祉活動に必要な経費の助成

在宅福祉サービスの助成

相談や利用支援を行う窓口の充実

ＮＰＯの活動情報の提供

ＮＰＯと行政の協働の推進

その他

不明・無回答

今回（H27、N=55） 前回（H21、N=64）
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問 12 地域の福祉活動を活性化するために、貴団体が協力できることはどんなことです

か。（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 13 貴団体の周辺地域にはどのような福祉の問題や課題があると感じていますか。 

（当てはまるもの全てに○） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

25.5%

25.5%

41.8%

56.4%

23.6%

7.3%

5.5%

28.1%

48.4%

45.3%

37.5%

39.1%

6.3%

0% 20% 40% 60%

新しいニーズの把握

専門知識を持った人材の派遣

地域福祉活動への積極的な参加

団体の活動としての福祉活動サービスの提供

住民への地域福祉意識の啓発

その他

不明・無回答

今回（H27、N=55） 前回（H21、N=64）

40.0%

5.5%

30.9%

18.2%

34.5%

20.0%

16.4%

32.7%

1.8%

56.4%

5.5%

7.3%

14.5%

0.0%

1.8%

43.8%

4.7%

18.8%

29.7%

29.7%

37.5%

20.3%

39.1%

6.3%

37.5%

9.4%

1.6%

9.4%

4.7%

0% 20% 40% 60%

地域でのつきあいや連帯の不足

地域でのつきあいや連帯が強すぎる

（わずらわしい）負担感

災害時要援護者の支援の問題

（災害時における地域での助け合い）

ボランティアや生きがいづくり活動の場の不足

世代間交流の不足

子どもや子育ての問題

ひとり親家庭の問題

ひとり暮らし高齢者などの問題

消費者被害の問題

障がいのある人（子ども）の問題

虐待・ＤＶ（家庭内暴力）の問題

自殺の問題

生活困窮者・ホームレスの問題

その他

不明・無回答

今回（H27、N=55） 前回（H21、N=64）
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問 14 各地区地域コミュニティ組織への参加状況についておたずねします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

問 15 貴団体が、地域福祉を推進していく上で、市や市社協に期待することは何ですか。 

（○は３つまで） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

25.5%

21.9%

16.4%

4.7%

34.5%

39.1%

9.1%

18.8%

12.7%

6.3%

0.0%

4.7%

1.8%

4.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

今回（H27、N=55）

前回（H21、N=64）

すでに参加している（これまでに参加したことがある）

今後、ぜひ参加したい

団体の既存の活動範囲でできることは協力していきたい

地区から要請があれば参加してもよい

団体独自で活動を続けたい

その他

不明・無回答

34.5%

23.6%

30.9%

14.5%

12.7%

27.3%

20.0%

18.2%

20.0%

5.5%

7.3%

0% 10% 20% 30% 40%

情報提供の充実

情報交流できる場づくり

気軽に応じられる相談体制の充実

啓発活動の充実

リーダーの養成

他の団体との交流機会の確保

活動するための場づくり

研修会の開催

運営支援する人の派遣

その他

不明・無回答

（N=55）


